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序     文 
 

ガーナ共和国を含むアフリカ地域では、HIV 感染者の増加に伴い、重複感染によるさまざまな

感染症が併発し、深刻な問題となっています。また、特に地方部においては医療機関へのアクセ

スが難しく、高額な医療費の負担に対応できないことから、近代的な保健医療サービスが行き届

かず、伝統的な生薬治療に頼っている人口が多く存在しています。これらの伝統医療士による治

療は、多くの国民が恩恵を受け、広く浸透しているものの、科学的な効果の証明が不十分である

ことが課題として挙げられます。 
こうした状況に対応し、科学的根拠に基づくより効果的な伝統医療を実現し、特にアフリカ地

域で蔓延する HIV/エイズや、有効な薬物療法が確立されていないトリパノソーマ症等の感染症の

罹患率及び死亡率の削減に貢献するため、2008 年度より新設された「地球規模に対応する国際科

学技術協力」事業のうち感染症分野の案件のひとつとして、ガーナ共和国より「ガーナ由来薬用

植物抽出物による感染症制御（要請時名称）」が要請され、また、日本側研究機関である東京医科

歯科大学より独立行政法人科学技術振興機構に対し申請がなされました。 
今般、JICA はガーナ共和国政府からの協力要請の背景、内容を確認し、先方政府関係機関との

協議を経て、協力計画を策定し、プロジェクトの事前評価を行うために必要な情報を収集するこ

とを目的として、2009 年 8 月に詳細計画策定調査を実施しました。その後、関係者との内容調整

を経ながら、2010 年 4 月 1 日に討議議事録（R/D）に署名、同日から協力を開始することとなっ

ております。 
本報告書は、上記詳細計画策定調査及びその後の実施協議の結果を取りまとめたものです。終

わりに、本調査を実施するにあたり、ご協力を賜りました関係各位に深く感謝申し上げます。 
 
平成 22 年 4 月 
 

独立行政法人国際協力機構 
人間開発部長 萱島 信子 
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にした HIV の薬物療法。 

BCC Behavior Change Communication 行動変容のためのコミュニケーション 

BSL Bio-Safety Level バイオセーフティレベル 

C/P Counterpart カウンターパート 

CRA Collaborative Research Agreement 共同研究合意文書 

CRIG Cocoa Research Institute of Ghana （ガーナ）カカオ研究所 

CSRPM 
Centre for Scientific Research into 
Plant Medicine 

（ガーナ）生薬科学研究センター 

FACS Fluorescence – Activated Cell Sorter 蛍光活性化細胞選別装置 

FDB Food and Drugs Board （ガーナ）保健省食品・医薬品委員会 

FSW Female Sex Workers 女性性産業従事者 

GAC Ghana AIDS Commission ガーナ国家エイズ委員会 
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等の開発のために行われる非臨床試験のデ

ータ信頼性を確保するための実施基準を指

す。 

GNI Gross National Income 国民総所得 

GPRS I Ghana Poverty Reduction Strategy ガーナ貧困削減戦略文書 

GPRS II Growth and Poverty Reduction Strategy （ガーナ）第 2 期成長及び貧困削減戦略 

HAART Highly Active Anti-retroviral Therapy 抗 HIV 薬による併用療法 

HDI Health and Development Initiative 

保健と開発に関するイニシアティブ。2000
年の沖縄感染症対策イニシアティブの終了

を踏まえ、2005 年に外務省が MDGs 保健分

野の目標達成を柱に打ち出したもの。 

HIV Human Immunodeficiency Virus ヒト免疫不全ウイルス 

HPLC 
High Performance Liquid 
Chromatography 

高速液体クロマトグラフィー 

IRB Institutional Review Board 
NMIMR で 2 カ月に 1 度開催されている施設

内治験審査委員会 

JCC Joint Coordinating Committee 合同調整委員会 

JST Japan Science and Technology Agency 独立行政法人科学技術振興機構 

MDG Millennium Development Goals ミレニアム開発目標 

M/M Minutes of Meeting 協議議事録 

MoH Ministry of Health （ガーナ）保健省 

MSM Men who have sex with men 男性と性行為をもつ男性の総称 



 

NIU Nagasaki International University 長崎国際大学 

NMIMR 
Noguchi Memorial Institute for 
Medical Research 

野口記念医学研究所 

NTD Neglected Tropical Diseases 顧みられない熱帯病 

ODA Official Development Assistance 政府開発援助 

PDM Project Design Matrix プロジェクト・デザイン・マトリックス 

PO Plan of Operation 活動計画 

R/D Record of Discussions 討議議事録 

SOP Standard Operating Procedures 標準作業手順書 

STC Scientific and Technical Committee NMIMR 内に設置された科学技術委員会 

STI Sexually Transmitted Infections 性感染症 

TICAD 
Tokyo International Conference on 
African Development 

アフリカ開発会議。アフリカ諸国首脳と開

発パートナーとの間のハイレベルな政策対

話を促進するための会議。 
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TMDU Tokyo Medical and Dental University 東京医科歯科大学 

TMP Traditional Medicine Practitioners 伝統療法士 
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事業事前評価表 
 

技協（地球規模課題対応国際科学技術協力） 

１ 案件名 

国名：ガーナ共和国 
案件名：ガーナ由来薬用植物による抗ウイルス及び抗寄生虫活性候補物質の研究プロジェ

クト 

２ 事業の必要性・位置づけ 

（1）当該国における保健医療セクターの開発実績と課題 
ガーナ共和国（以下、「ガーナ」と記す）は総人口約 2,300 万人1を擁し、国民 1 人当た

りの GNI2590 米ドル3の後発開発途上国に分類される。ガーナにおける 5 歳未満児死亡率

は出生 1,000 対 115、妊産婦死亡率は出生 10 万対 2104であり、保健セクター全体としてい

まだに向上が必要な分野である。ガーナの保健セクターでは、主要な疾病に対して標準的

な治療及びケアのガイドラインは整備されつつあるものの、地方における医療機関へのア

クセスの悪さや高額な医療費等により、実際の保健医療サービスは多くの人々にまで行き

届いておらず5、一般に生薬治療が広く受け入れられている。非識字者を含む多くの国民に

とって、伝統療法士6が治療のための最初の窓口となっている現状を踏まえ、より効果的な

伝統医療を患者に提供するために伝統・代替医療局が設立された。同局により、高血圧症、

糖尿病などの主要慢性疾患や、咳嗽、発熱、下痢等への対症療法に関して複数の生薬の組

み合わせによる生薬処方のガイドラインが作成されているが、収載されている処方のほと

んどは“Herbalist7”からの聞き取りから取りまとめられた経験の蓄積である。これら処方

に対し、保健省傘下の生薬科学研究センター（Centre for Scientific Research into Plant 
Medicine：CSRPM）を中心に植物医学的観点から有効性を証明しようとしているが、現在

それらに対する科学的な裏づけは十分でない。以上を踏まえて、より科学的根拠に基づい

た生薬治療普及への対応のため、ガーナ原産の生薬由来新規化合物の安全性、抗 HIV・抗

寄生虫活性及び構造活性相関に関する研究の実施が求められている。 
 

1） HIV/エイズ 
ガーナは、ミレニアム開発目標（Millennium Development Goals：MDGs）の達成に積

極的な取り組みを行っている。HIV/エイズ蔓延防止は 2000 年に設定されたミレニアム

開発目標の 8 つの中の 6 番目であり、ガーナにおいても、2000 年には大統領直轄でガー

ナ・エイズ・コミッション（Ghana AIDS Commission：GAC）を設置し、HIV/エイズ対

策を最重要課題のひとつとして取り組んでいる。ガーナにおける HIV 有病率は 1.9％

                                                        
1 国連推計 2007 年 
2 GNI： Gross National Income（国民総所得） 
3 世界銀行 2007 年（World Bank, Atlas method） 
4 2001～2007 年の WHO/UNICEF への報告値。同機関による補正値は出生 10 万対 590（2005 年）とされている。 
5 都市部周囲や農村部住民の約 80％が伝統薬や伝統療法士（TMP）による治療を受けていると推定されている。（A National 

Strategic Plan for Traditional and Alternative Medicine Development in Ghana 2005-2009 より） 
6 伝統療法士（Traditional Medicine Practitioners： TMPs）は上記ガイドライン中に以下のとおり定義されている：“TMPs include 

the following： Herbalists, Psychic healers, spiritualists, Shine devotees and Cult adherents, Traditional Birth Attendants, Bone Setters 
and Circumcisers.” 

7 登録された Herbalist は約 2 万人で、主に農村部で活動しており、１人が受け持つ住民は約 1,000 人である。 
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（2007 年）であり、他のサハラ以南のアフリカ諸国に比較して低いレベルを維持してい

るが、MSM8（25％）や FSW9（30～50％）、国内の特定地域（例：イースタン州アゴマ

ニャ：9％）の感染率は上昇傾向にある。なかでも一番深刻な問題は、15 から 24 歳の若

者の人口の感染率が 1.9％（2003 年）から 2.6％（2007 年）に増えていることであり、

一層の対策強化が必要である。 
 

2） トリパノソーマ症 
トリパノソーマ症はツエツエバエによって媒介される人獣共通感染症であり、アフリ

カ地域ではヒトが約 5,000 万人、家畜 2,500 万頭が感染の危険性に曝されている。感染

すればリンパ節腫脹、発熱、肝脾腫大などを示し、原虫が中枢神経系に侵入する時期に

なると、頭痛、意識混濁、嗜眠、貧血などを起こし、全身衰弱で死亡する。しかしなが

ら、トリパノソーマ症は「顧みられない熱帯病（Neglected Tropical Diseases：NTD）」と

して整理され、診断技術や治療薬に関しては、他の感染症に比較して大きく遅れている

分野のひとつである。トリパノソーマ症に現在使用できる治療薬はスラミン、ペンタミ

ジンやヒ素製剤が挙げられるが、中枢毒性などの重篤な副作用が知られており、安全

性・有効性の高い新規薬剤の研究開発が求められている。 
 
（2）当該国における保健医療セクターの開発政策と本事業の位置づけ 

1） 感染症対策の観点から 
ガーナは 2015 年までの中進国入りをめざし、貧困削減を主目標としていた GPRSＩ10

（対象期間 2003～2005 年）を改訂し、より成長志向の強い GPRSⅡ11（対象期間 2006～
2009 年）を発表した。GPRSⅡの重点課題の中で保健セクター開発政策は「人的資源開

発と基礎サービス改善」に位置づけられ、教育、保健、衛生、住環境、人口家族計画面

における向上に力を入れることとしている。その中で HIV/エイズ対策はマラリアに続い

て重要な課題として位置づけられている。ガーナの HIV/エイズ関連政策は、2004 年の

「National HIV, AIDS & STI Policy」に規定される。具体的な政策的枠組みを示した

「National Strategic Framework II （2006-2010）」の中で、HIV 感染動向、社会経済学的

環境、新規 HIV/エイズ治療技術、新規関連研究成果などを考慮した対策をとるとしてい

る。また、トリパノソーマ症に関しては具体的な政策文書等はないものの、世界保健機

構（World Health Organization：WHO）により NTD として対策強化を世界に発信されて

いる疾患であり、トリパノソーマ症を含む NTD 対策もガーナの保健政策上、取り組み

を強化すべき分野のひとつである。したがって、本プロジェクトでの共同研究を通じた

HIV やトリパノソーマ症に対する治療薬候補の同定や、それに伴った関連施設の研究能

力向上は、ガーナ保健セクターの開発政策に一致し、関連政策目標やミレニアム開発目

標（MDGs）の達成に貢献するものである。 
 

                                                        
8 Men who have sex with men：男性と性行為をもつ男性の総称。 
9 Female Sex Workers：女性性産業従事者。 
10 GPRS I： Ghana Poverty Reduction Strategy（ガーナ貧困削減戦略文書） 
11 GPRS II： Growth and Poverty Reduction Strategy（第二期成長及び貧困削減戦略） 
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2） 生薬開発の観点から 
本プロジェクトは、生薬等を用いた有効な伝統・代替医療手段による HIV/エイズやト

リパノソーマ症などの感染症を抑制する方法を研究し、それらウイルス及び寄生虫感染

症に有効な薬用植物の薬効成分同定と作用機序の解明を通して、それらを将来的な医薬

品開発などにつなげることで、ガーナの感染症の罹患率及び死亡率削減に貢献すること

を目的としている。薬効成分の解析と宿主因子への作用を研究し、より効果的で新しい

治療法を開発するとともに、地域に根付いた伝統医療を発展・充実させることは、感染

症の抑制と国民の医療へのアクセス促進という観点から優先順位が高いと考えられ、ガ

ーナ保健省（Ministry of Health：MoH）の政策にも合致するものである。また、本プロ

ジェクトで対象としている HIV 潜伏感染及びトリパノソーマ症は、現在まで有効な薬物

療法が確立されておらず、ガーナに限らずアフリカ地域において深刻な問題をもたらし

ていることから、これらの対策として貢献することも期待される。 
 
（3）保健医療セクターに対するわが国及び JICA の援助方針と実績 

1） わが国の保健医療セクターの実績と援助方針 
わが国は、「沖縄感染症対策イニシアティブ」終了後、2005 年 6 月に保健分野に関連

する MDGｓ達成への貢献を目標にした「『保健と開発』に関するイニシアティブ（Health 
and Development Initiative：HDI）」を発表した。このイニシアティブでは、感染症対策を

含む保健医療分野に対し、2005 年度から 2009 年度の 5 年間で 50 億ドルをめどとする包

括的な支援を実施している。また、HDI をアフリカで具現化するため、2006 年 5 月に「ア

フリカ感染症行動計画」を策定し、アフリカにおける三大感染症対策、寄生虫対策等の

分野におけるアジア・アフリカ協力（南南協力）等を推進することを表明している。さ

らに、HIV/エイズや寄生虫などの感染症は地球規模課題でも重点分野として位置づけら

れており、2008 年第 4 回アフリカ開発会議（Tokyo International Conference on African 
Development：TICAD Ⅳ）で採択された横浜行動計画にも、感染症対策は保健分野の重

点項目のひとつに挙げられている。日本政府は、特に NTD 対策、三大感染症共同研究

のための日本人研究者の派遣を具体的なコミットメントとして挙げている。同年の G8
洞爺湖サミットにおいても、感染症対策、母子保健、保健従事者の研修を含む保健シス

テム強化に取り組むことが合意されており、G8 のコミットメントを監視するためのメ

カニズムを含む「洞爺湖行動指針」が提唱されている。 
 

2） 「地球規模課題対応国際科学技術協力」事業 
昨今、わが国の科学技術を活用した地球規模課題に関する国際協力の期待が高まると

ともに、日本国内でも科学技術に関する外交の強化や科学技術協力における ODA 活用

の必要性・重要性がうたわれてきた。このような状況を受けて、2008 年度より「地球規

模課題に対応する科学技術協力」事業が新設された。本事業は、環境・エネルギー、防

災及び感染症をはじめとする地球規模課題に対し、わが国の科学技術力を活用し、開発

途上国と共同で技術の開発・応用や新しい知見の獲得を通じて、わが国の科学技術力向

上とともに、途上国側の研究能力向上を図ることを目的としている。また、本事業は、

文部科学省、独立行政法人科学技術振興機構（Japan Science and Technology Agency：JST）、
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外務省、JICA の 4 機関が連携するものであり、国内での研究支援は JST が、開発途上国

に対する支援は JICA が行う。 
 

3） ガーナの保健セクターに対するわが国及び JICA の援助方針と実績 
わが国の対ガーナ国別援助計画（2006 年 3 月改訂）においては、①農業振興、②基礎

生活改善、③民間セクター開発、④産業人材育成、⑤行政能力向上・制度改善、の 5 つ

を重点分野と位置づけ、右に基づき対ガーナ援助を実施してきている。「②基礎生活改

善」の中で、HIV/エイズ、マラリアを含む寄生虫対策などの感染症対策を地域保健改善

とともに優先協力事項と位置づけている。 
保健セクターにおける援助に関して、これまで HIV/エイズなどのウイルス感染症やト

リパノソーマ症を含む寄生虫感染症などの感染症対策として、本プロジェクトのカウン

ターパートである野口記念医学研究所（NMIMR12）を中心として 30 年にわたる長い協

力の歴史を有している。近年では、1999 年から 2003 年まで「感染症対策プロジェクト」

が NMIMR で実施され、2001 年から別途、第三国研修スキームを用いた国際研修を行い

つつ、2002 年より感染症対策プロジェクトに国際寄生虫対策を組み入れた活動が実施さ

れた。後継案件として 2004 年より実施され、昨年（2008 年）12 月で終了した「国際寄

生虫対策西アフリカセンター（West African Centre for International Parasite Control：
WACIPAC）プロジェクト」ではそれまでの経験を生かし、学校保健をエントリーポイン

トとした寄生虫対策に関係するさまざまなレベル（ポリシーメーカー、関係部局のプロ

グラムマネジャー等）の人材養成と情報ネットワーク構築が実施され、西アフリカ地域

のメンバー国の統合的な寄生虫対策のための人材養成に対し、大きな役割を果たすまで

に成長している。また、2005 年 10 月から 4 年間で実施中である「マスメディアを通じ

たエイズ教育プロジェクト」においては、HIV 感染率の高い 2 州 10 郡を対象に、ラジ

オを中心とした「マスメディア」と学校やコミュニティにおける「個人対個人のコミュ

ニケーション」の双方を通じて、HIV/エイズの正しい知識や情報の伝達とともに、若者

の興味を惹く手法を組み合わせた包括的な BCC13を促す活動を実施している。 
 
（4）他の援助機関の対応 

HIV/エイズ対策には国連関連機関を中心として、多くの援助機関によるマルチ・バイ協

力が実施されているが、主な協力分野は、政策支援、HIV/エイズケア及びサポートである

ことから、本プロジェクトで行う共同研究を通した科学技術協力の内容とは重複しない。

他方、NMIMR には、米国を中心とした機関による HIV/エイズ研究を主体としたジョイン

トプロジェクトが多数実施されており、研究活動にかかわる情報には機密性が高く、各機

関の研究アプローチに関する詳細な情報は入手困難であるが、現状では本プロジェクトの

研究アプローチとの重複は確認されていない。 
なお、トリパノソーマ症に関する他の機関による援助活動、研究活動の情報は得られて

いない。 
 

                                                        
12 NMIMR： Noguchi Memorial Institute for Medical Research 
13 BCC： Behaviour Change Communication （行動変容のためのコミュニケーション） 
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３ 協力概要 

（1）事業の目的 
ガーナにおける HIV/エイズ治療において、現行 ART14についてはある程度期待された効

果が得られているとする報告があるものの、非都市部では近代的な医療施設へのアクセス

が地理的にも経済的にも制限されていることから、ガーナにおける ART 治療そのものが

進んでいないこと15、ガーナを含む西アフリカでは先進国と異なる組換え型 HIV 株が流行

していることなどの問題がある。また世界共通の課題であるが、いまだ持続・潜伏感染16に

対する有効な薬剤は開発されておらず、より有効性の高い新規薬剤の開発が望まれてい

る。 
トリパノソーマ症に関しては、他のアフリカ諸国同様、NTD としてその対策や治療法の

開発が遅れている分野である。特に非都市部での感染が多く、医療施設へのアクセスが困

難なことや、検鏡法による診断での誤診も一定の割合でみられるため、ガーナにおける正

確な感染率を得ることはできない。治療薬についても、感染初期の治療に第 1 選択とされ

るスラミンは、21 日にわたる治療コースでほぼ寛解17が得られるが、過敏性反応や消化器

症状、副作用が発現する場合があり、より活性、選択性及び特異性が高く、細胞毒性の少

ない治療薬の開発が望まれる。 
ガーナでは 3,000 種を超えるハーブが自生し、そのうち約 1,000 種の有効成分が同定さ

れているものの、現行の対象疾患（または自覚症状）以外にその有効性や安全性、機能解

析はほとんど行われていない。西洋医学で用いられる医薬品の中にも非常に強い薬理効果

を有する生薬や天然物由来の新規化合物が見つかっており、生薬を中心とした伝統医療に

科学的根拠を与えることに政策的関心の強いガーナにおいて、抗 HIV 及び抗トリパノソー

マ活性を有する新規化合物を探索する意義は高い。 
かかる状況のもと、本プロジェクトでは以下に示す 2 つの研究課題に関してガーナ研究

機関との共同研究を実施し、将来的な新規医薬品開発につなげることを目標とする。 
① ガーナ原産の生薬由来新規化合物の安全性、抗 HIV 活性及び構造活性相関に関する

研究 
② ガーナ原産の生薬由来新規化合物の安全性、抗トリパノソーマ活性及び構造活性相

関に関する研究 
また、本プロジェクトでは、それぞれの対象疾患に対して中心的役割を担う研究機関を

中心とした研究グループを組織する。これにより相互の研究の進捗管理や安全管理、情報

共有や研究方針に関する協議を実践する体制が強化され、将来的な医薬品の開発機関とし

ての組織強化もプロジェクト成果のひとつとする。 
これらの共同研究を通じてわが国の科学技術の成果を提供するとともに、共同研究機関

の研究能力向上（人材育成及び課題対応能力の向上）を図ることを本プロジェクトの目的

とする。 

                                                        
14 Anti Retroviral Therapy（抗レトロウイルス治療）：複数の薬をセットにした HIV の薬物療法。 
15 2007 年 12 月までに ART の必要のある感染者推計 7 万人のうち、実際に治療を受けているのは 2 万 700 人（約 30％）。その

うち小児では 14％と報告されている（ガーナ保健省資料より）。 
16 長期にわたって感染が続くもので、感染中にほぼ完全に病原体の増殖が止まり無症候である場合を潜伏感染、病原体の増殖

がゆるやかに続く場合を持続感染と呼ぶ。 
17 完治には至らなくとも、永続的または一時的に病気による症状が好転あるいはほぼ消失し、臨床的にコントロールされた状

態（問題ないとみなされるまで状態が良くなる、あるいはその状態が続いている）を指す。 
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（2）協力期間 
2010 年 4 月から 2015 年 3 月までの 5 年間 

 
（3）協力総額（日本側） 

4 億 3,000 万円 
 
（4）事業実施体制（本邦研究機関/協力相手先機関） 

＜日本側＞ 
代表研究機関：国立大学法人東京医科歯科大学 大学院医歯学総合研究科（TMDU）

参画研究機関：長崎国際大学 薬学部薬学科 物質薬学分野（NIU） 
＜ガーナ側＞ 

代表研究機関：野口記念医学研究所（NMIMR） 
参画研究機関：生薬科学研究センター（CSRPM） 

 
なお、抗 HIV 活性候補物質及び抗トリパノソーマ活性候補物質のおのおのに対する研究

グループを機関横断的に形成する。研究グループの構成は以下のとおり。 
① 抗 HIV 活性候補物質研究グループ 

＜日本側＞TMDU ウイルス制御学分野、免疫治療学分野及び NIU 研究者 
＜ガーナ側＞NMIMR ウイルス学部門、臨床病理学部門及び CSRPM 研究者 

 
② 抗トリパノソーマ活性候補物質研究グループ 

＜日本側＞TMDU 国際環境寄生虫学分野及び NIU 研究者 
＜ガーナ側＞NMIMR 寄生虫学部門、臨床病理学部門及び CSRPM 研究者 

 
（5）裨益対象者及び規模 

1） プロジェクトサイト/対象地域 
  アクラ市及びその周辺、イースタン州 

 
2） 裨益対象者 
  NMIMR 及び CSRPM 研究者 約 50 名 

 

４ 協力の枠組み 

（1）プロジェクト目標と指標・目標値 
【プロジェクト目標】 

共同研究を通じてガーナ研究機関のガーナ原産の生薬由来抗ウイルス及び抗寄生

虫活性物質に関する研究開発能力が向上する。 
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【指標・目標値】 
1．少なくとも 1 つ、前臨床試験18への抗ウイルス薬候補化合物が決定される。 
2．少なくとも 1 つ、前臨床試験への抗寄生虫薬候補化合物が決定される。 

 
（2）成果と想定される活動（あるいは調査項目）と指標・目標値 

【成果】 
1 ガーナ原産の生薬抽出物中の新規化合物について、安全性、抗 HIV 活性及び構造

活性相関が確認される。 
2 ガーナ原産の生薬抽出物中の新規化合物について、安全性、抗トリパノソーマ活

性及び構造活性相関が確認される。 
3 ガーナ原産の生薬由来抗ウイルス及び抗寄生虫活性物質に関する研究のための実

施体制が確立される。 
 

【活動】 
活動 1 

1-1 ガーナ原産の候補植物からの候補化合物（プロシアニジン及びホルボールエス

テル類など）の粗抽出方法を確立する。 
1-2 抗 HIV 活性を有する粗抽出物及び分離化合物の安全性を立証する。 
1-3 植物粗抽出物の抗 HIV 活性スクリーニングに用いるバイオアッセイ系19を確

立する。 
1-4 プロジェクトで確立したバイオアッセイ系を用い、HIV-1 複製抑制効果、HIV-1

に対する宿主制限因子発現活性化効果、潜在プロウイルス発現活性化効果を

有する粗抽出物を同定する。 
1-5 粗抽出物中から抗 HIV-1 活性を有する新規化合物を分離精製する。 
1-6 得られた化合物の構造活性相関及びウイルス学的作用機序を解析する。 
1-7 抗 HIV活性物質を高濃度に含有する植物を繁殖させるための手法を開発する。

 
活動 2 

2-1 ガーナ原産の候補植物からの候補化合物（没食子酸及びクルクミンなど）の粗

抽出方法を確立する。 
2-2 抗トリパノソーマ活性を有する粗抽出物及び分離化合物の安全性を立証する。

2-3 植物粗抽出物の抗トリパノソーマ活性スクリーニングに用いるバイオアッセ

イ系を確立する。 
2-4 プロジェクトで確立したバイオアッセイ系を用い、トリパノソーマ原虫の増殖

                                                        
18 「前臨床試験」と「非臨床試験」はほぼ同義語であり、医薬品の研究開発過程において、薬効薬理作用、生体内での動態、

有害な作用などを調べる試験、及び医薬品の有効性・安全性を評価する試験のうち、ヒト以外の動物を対象に行うものであ

る。以前はこの試験の結果、有効性が期待でき、安全性にも問題がないと判断された場合に臨床試験へ進んだことから「前

臨床試験」とも呼ばれたが、臨床試験開始後にも行う試験であることから現在は「非臨床試験」を用いることが多く、前者

がより狭義な意味である。一方、本プロジェクトでは臨床試験を行わないことが明示されているため、プロジェクトの対象

範囲を示すものに関しては「前臨床試験」を、一般的な事項については「非臨床試験」を用いている。 
19 バイオアッセイ（生物検定法、または生物学的試験）は、通常ビタミンやホルモンの検定、薬の効果の確認などの試験に使

用される検定法で、生物材料の生物学的応答から生物作用量（ある物質が生物に対して何らかの効果を発揮する量）を調べ

ることができる。アッセイ系はバイオアッセイを行うためのシステムを指す。 
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抑制効果、形態変化誘導効果を有する粗抽出物を同定する。 
2-5 粗抽出物中から抗トリパノソーマ活性を有する新規化合物を分離精製する。 
2-6 得られた化合物の構造活性相関を解析し、細胞表現型への影響を究明する。 
2-7 抗トリパノソーマ活性物質を高濃度に含有する選抜植物を繁殖するための手

法を開発する。 
 

活動 3 
3-1 研究活動実施のための実験室環境が整備される。 
3-2 研究課題ごとの標準作業手順書（SOP20）を整備する。 
3-3 研究の進捗、成果、安全管理について協議するための研究グループミーティン

グを定期的に招集する。 
3-4 研究グループリーダーはプロジェクトコーディネーターを介して月例研究進

捗報告書をプロジェクトダイレクター及びチーフアドバイザーへ提出する。 
3-5 研究運営年間計画書を作成する。 

 
【指標・目標値】 

指標・目標値 1 
1-1 2012 年までに抗 HIV-1 活性を有する新規化合物が少なくとも 1 つ同定される。

1-1 2014 年までに少なくとも 1 つの抗 HIV-1 活性を有する新規化合物の作用機序

及び構造活性相関が解析される。 
 

指標・目標値 2 
2-1 2012 年までに抗トリパノソーマ活性を有する新規化合物が少なくとも 1 つ同

定される。 
2-2 2014 年までに少なくとも 1 つの抗トリパノソーマ活性を有する新規化合物の

細胞表現型への影響及び構造活性相関が解析される。 
 

指標・目標値 3 
3-1 研究課題ごとの SOP が整備される。 
3-2 研究グループミーティングが 4 カ月ごとに開催される。 
3-3 研究グループリーダーによる月例研究進捗報告書が提出される。 
3-4 研究運営年間計画書が作成される。 

 
（3）投入の概要 

1） 日本側（総額 4 億 3,000 万円） 
専門家派遣 

① チーフアドバイザー（短期専門家） 
② 業務調整（長期専門家） 

                                                        
20 SOP： Standard Operating Procedures 
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③ 植物抽出物の調製、有効成分特定と精製：薄層クロマトグラフィー（Thin-Layer 
Chromatography：TLC）、抽出条件検討、高速液体クロマトグラフィー（High 
Performance Liquid Chromatography：HPLC）（短期専門家） 

④ 植物抽出物スクリーニング：HIV 複製抑制（短期専門家/チーフアドバイザーを

兼務） 
⑤ 植物抽出物スクリーニング：HIV 潜伏感染プロウイルス発現（短期専門家） 
⑥ 植物抽出物スクリーニング：抗寄生虫化合物（短期専門家） 
 

本邦研修 
① 植物抽出物の調製、有効成分特定と精製 
② 植物抽出物スクリーニング（HIV 複製抑制） 
③ 植物抽出物スクリーニング（HIV 複製抑制因子の発現増強） 
④ 植物抽出物スクリーニング（HIV 潜伏感染プロウイルス発現） 
⑤ 植物抽出物スクリーニング（抗寄生虫化合物） 

 
資機材 
本プロジェクトで行う研究に必要な機器等 

 
ローカルコスト 

 
2） ガーナ側 

カウンターパート 
① プロジェクト ディレクター 
② プロジェクト マネジャー 
③ 研究グループリーダー 
④ NMIMR ウイルス学部門、寄生虫学部門及び臨床病理部門、CSRPM 研究者 

- HIV ウイルス研究者 
- トリパノソーマ症研究者 
- 薬理学的/毒性学研究者 
- 植物科学研究者 
- 植物開発研究者 

 
施設及び資機材 

- NMIMR 内事務スペース 
- NMIMR 臨床病理学部門内研究スペース 
- NMIMR ウイルス学部門内研究スペース 
- NMIMR 寄生虫学部門内研究スペース 
- CSRPM 内研究スペース 
- 研究に必要な既存の研究機器類 ほか 
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ローカルコスト 
光熱費、固定電話などの日常経費 

 
（4）外部要因（満たされるべき外部条件） 

1） プロジェクト目標までの外部条件 
ガーナ政府がプロジェクト関連の研究施設を維持する。 

2） 成果達成までの外部条件 
指導を受けたカウンターパートがプロジェクト成果達成に影響を及ぼすほど離職し

ない。 
3） 前提条件 

① 本プロジェクトで行う各研究課題に対し、NMIMR 内の科学技術委員会（Scientific 
and Technical Committee：STC）及び CSRPM からの研究承認が得られている。 

② 植物遺伝子工学に関して、国家バイオセーフティー委員会からの研究承認が得ら

れている。 
③ NMIMR 内の治験審査委員会（Institutional Review Board：IRB）による動物実験の

認可が得られている。 
④ 物質移動あるいは輸出入に関して、関係省及び関係当局からの認可が得られてい

る。 
 
（5）他ドナー等との連携 

本プロジェクトで同定された特定の薬理作用を有する新規化合物は、将来的に非臨床試

験、臨床試験（治験）へと発展し、最終的には新規医薬品として臨床の現場で使用される

ことが期待される。臨床試験の実施やその他の薬事関係は保健省関連機関である保健省食

品・医薬品委員会21が管轄するため、NMIMR の管轄省庁である教育省のみならず、保健省

とも研究の進捗や方向性などについてその情報管理に留意しつつ、緩やかな協力体制を構

築していくことが必要である。 
また、本プロジェクトの代表実施機関である東京医科歯科大学は、NMIMR の協力のも

と、結核予防会結核研究所の参加を得て、NMIMR 内に文部科学省新興・再興感染症研究

拠点形成プログラムのガーナ拠点を設置している。同拠点での研究内容は、HIV、高病原

性インフルエンザウイルス、薬剤耐性結核菌、トリパノソーマ症、マラリア及び住血吸虫

について病原体因子の研究を中心に行うため、本プロジェクトで実施するガーナ原産生薬

からの治療薬候補の探索とは重複しない。他方、両事業は HIV 及びトリパノソーマ原虫感

染対策に対し異なったアプローチを取るため、おのおのの事業が奏効すれば、直接的な連

携がなくとも感染症への総合的な対策の実施が期待できる。 
 
（6）その他特記事項 

1） 知的財産権の取り扱いについて 
本プロジェクトは、プロジェクト終了以降、将来的に動物を用いた非臨床試験、更に

                                                        
21 FDB： Food and Drugs Board 



xi 

はヒトに対する臨床試験（治験）を経て、HIV 及びトリパノソーマ症に対する新規医薬

品の開発を視野に入れた活動を展開するが、JICA はプロジェクト活動を通じて同定され

た「前臨床試験候補化合物」及び関連する知的財産権を放棄している。 
本プロジェクトで作製された治験薬候補等の知的財産権は、研究機関間で締結する合

意文書「Collaborative Research Agreement」に定めるとおりとする。 
 

2） 臨床試験（治験）の取り扱いについて 
医薬品・医療機器の開発・製造・販売を目的とする治験及び人体に侵襲22を加える、

あるいはプライバシーを侵害する臨床試験（以下、「治験等」と記す）については、JICA
としては実施しない。 

JICA は治験等を実施しないことから、プロジェクト・デザイン・マトリックス（Project 
Design Matrix：PDM）等の案件デザインに治験等の実施は含まない。JICA 事業で実施す

る活動と関連して将来的に治験等が行われた場合でも、治験等に係る事象については相

手国側もしくは日本側研究機関の責任のもとで行うこととし、いかなる場合においても

JICA には責が及ばないことを日本−ガーナ間の合意文書で確認している。 
 

3） 共同研究実施に必要な承認申請等について 
プロジェクト開始に先立って、すべての研究活動は個々の研究課題ごとに承認を取得

する必要がある。NMIMR においては STC に対し研究計画を提出し、承認を得る。研究

内容に「Human Aspects」を含む場合（本プロジェクトでは治験等は行わないが、ヒトの

検体を用いる場合等）は、ガーナ保健局の IRB に研究承認申請を提出し、倫理委員会に

よる承認を取得する必要がある。CSRPM においても、研究委員会23の承認が必要である。

また、研究実施に関連した承認申請が必要な項目は以下のとおりである。 
① NMIMR において動物実験を実施する場合には同施設内 IRB の認可を得る。 
② 植物遺伝資源、植物由来化合物及び生体試料などを含む物質移動（輸出入）を行

う場合には、関連省庁/関連機関からの認可を得る。 
 

4） 人体に影響を及ぼす可能性のある病原体を取り扱う研究の実施について 
本プロジェクトではガーナ原産植物由来の化合物の有効性を確認するために、HIV ま

たはトリパノソーマ原虫を用いたバイオアッセイを NMIMR で実施する。特に HIV に関

する研究においては、取扱者の安全確保、周辺環境への配慮について留意する必要があ

る。 
HIV を取り扱う実験系については、可能な限り研究者の危険性の少ない実験法（感染

性を著しく低下させる、再感染しない病原体を用いる実験系を採用する）を工夫するこ

とは技術的に可能である。バイオアッセイ系の構築は日本側研究施設で実施予定である

が、研究者への感染リスクが回避できない場合は、NMIMR でのバイオアッセイを同研

究所設置のバイオセーフティレベル（Bio-Safety Level：BSL）-3 実験室を使用すること

も考慮する。トリパノソーマ症は吸血昆虫（ツエツエバエ）がヒト感染を媒介するため

                                                        
22 手術や医療措置等の医療行為で生体を傷つけることで、生体内に変化をもたらすこと。 
23 Research Committee and Board 
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実験系での感染リスクは少ないが、適切な安全管理のもと実験を行うこととする。 
また、本プロジェクトでは、研究課題ごとに SOP を作成し、各実験手技の正確性、再

現性のみならず安全性を担保する配慮を行っている。4 カ月に 1 度開催予定である研究

グループミーティングにおいても、安全管理状況を確認することを PDM の活動の一部

として設定している。 
 

5） 研究成果の情報管理について 
本事業は、環境・エネルギー、防災及び感染症をはじめとする地球規模課題に対し、

わが国の科学技術力を活用し、開発途上国と共同で技術の開発・応用や新しい知見の獲

得を通じて、わが国の科学技術力向上とともに、途上国側の研究能力向上を図ることを

目的としている。 
本事業の性質上、具体的活動は研究的要素が多く含まれることから、その成果は国際

専門誌等への発表までは機密情報として取り扱われる場合がある。本プロジェクトで開

発される実験手技や新規化合物等は、将来的に特許申請されることも想定されており、

研究成果に係る情報共有や研究成果管理には細心の注意が必要である。 
 

５ 評価 5 項目による評価結果 

（1）妥当性 
本プロジェクトは、以下の理由から妥当性は高いと判断される。 

 
① HIV/エイズ対策は、世界的に喫緊の対応が必要である地球的規模の課題のひとつ

であり、MDGs の重点分野でもある。ガーナの HIV 陽性者率は約 1.9％と低く維持

されているが、特に、若者や MSM（Men who have sex with men）、女性性産業従事

者（Female Sex Workers：FSW）、特定地域での感染拡大が懸念されており、ガーナ

においても政策取り組みを行う重点分野との認識である。トリパノソーマ症におい

ても、NTD として世界的に治療法の開発が遅れている分野であり、本プロジェクト

に対する保健省や関連組織の関心や期待は非常に大きい。また、生薬開発はガーナ

では政策的に重点項目であり、既存生薬の有効成分分析に応用可能な技術の移転は

ガーナ原産の生薬に科学的根拠の付与をもたらすものである。現場レベルの研究者

（ターゲットグループ）も、本プロジェクトを通じた治療薬候補化合物の同定や、

共同研究活動を通じた組織・個人の能力強化になみなみならぬ意欲を示している。

わが国の援助政策においても、2006 年 5 月の「アフリカ感染症行動計画」、2008 年

第 4 回アフリカ開発会議（TICAD Ⅳ）で採択された横浜行動計画でも感染症対策

及び関連社会開発分野への取り組みを強化する方針を表明している。したがって、

ガーナ原産生薬由来抗ウイルス及び抗寄生虫活性物質に関する研究開発能力向上

をめざす本プロジェクトは、国際社会のニーズ、被援助国のニーズ及び政策、ター

ゲットグループのニーズ、わが国の援助政策との整合性は極めて高い。 
② サハラ以南の人口は地球人口の約 11％であるが、HIV 陽性者は 64％であり、同

地域に集中している。また、トリパノソーマ症においても地域特異性が認められ、
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ガーナにおいて共同研究を通した研究者の能力強化や問題対応能力の強化を実施

することは、地域的な観点からも極めて妥当性が高い。 
③ HIV 関連の研究は全世界で実施されており、大学等の研究機関のみならず医薬品

開発の主要機関である製薬メーカーは新規薬剤の開発に対して資金的にもかなり

大規模な取り組みを行っている。特に製薬メーカーによる医薬品開発は、HIV 治療

薬のみならず一般的な医薬品であっても公開される情報は極めて限られている。そ

のような性質を考慮し、本プロジェクトの外部条件には設定していないが、製薬メ

ーカー等による HIV 根本治療薬の開発は本プロジェクトの妥当性を著しく阻害す

ることとなり、プロジェクト活動の方向性に重大な影響を及ぼす可能性があるた

め、入手可能な情報についてはプロジェクト全期間において注視していく必要があ

る。このことは、トリパノソーマ治療薬開発に関しても同様である。 
 
（2）有効性 

本プロジェクトは、以下の理由から中程度の有効性が認められる。 
 

① 本プロジェクトでは、生薬粗抽出物の安全性及び有効性スクリーニング、有効成

分の分離精製を行うが、これらの技術は他の疾患や症状に対する生薬開発に応用可

能な技術であり、成果の達成は直接プロジェクト目標である研究能力の向上に直結

するため、有効性が高いといえる。しかしながら、高度な分析機器の必要な有効成

分の構造決定、構造活性相関に関する研究は主として日本で実施するため、それら

の項目についてのガーナ研究者の能力向上（人材育成）という観点からは、有効性

は限定的といわざるを得ない。 
② 本プロジェクトの中での活動に研究進捗報告書作成や研究グループミーティン

グを通した研究目的の達成状況や、各研究者へのフィードバックなどの情報共有を

含んでいる（成果 3）。これらの活動により研究者間で実験手法や分析に関する意見

交換を活発化することが可能となり、プロジェクト活動の進捗管理にも貢献すると

ともに、プロジェクト目標である「能力強化」に対して高い有効性が期待できる。

 
（3）効率性 

本プロジェクトは、以下の理由から効率的な協力の実施が見込まれる。 
 

① 本プロジェクトは、ガーナカウンターパート機関にとって新たな技術の導入であ

るため、協力の初期投入として、研究機器等の施設環境の整備が必要である（活動

3-1）。既存の研究機器には本プロジェクトで必要な機材も存在しているが、メンテ

ナンスが不良であったり、他の研究との共用が困難であったりするものが多くあ

り、プロジェクトから一定量の投入は必要である。しかしながら、基本的な研究機

器、施設に関しては可能な限り既存のものを利用することが望ましく、使用状況な

どを慎重に見極め、機器、施設環境への投入は最小限となるように配慮している。

② 植物抽出物から有効成分のスクリーニングを行う場合、含有される化学物質の種

類は莫大である。ランダムスクリーニングはすべての化合物質に対して網羅的に有
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効性評価を行うため、全く未知の有効成分の発見や類似化合物質での有効性比較な

どが可能となり、新規医薬品開発には有効な手段である。他方、ランダムスクリー

ニングを実施するには莫大な費用と設備、時間を要する。本プロジェクトでは、あ

らかじめ有効性が示唆されている 4 つの化合物を出発点として生薬の有効性スクリ

ーニングを実施することとしており、費用対効果の高い効率的なスクリーニングが

できるよう配慮されている。 
③ 本プロジェクトの中に研究者ごとの月例研究進捗報告書の作成や研究活動促進

のための研究グループミーティングを開催することを活動に含めている（活動 3）。
これらの活動は研究者間の研究成果の情報共有だけではなく、プロジェクト活動の

進捗管理に大きく貢献し、高い効率性が期待できる。 
④ 本プロジェクトの日本側実施機関である東京医科歯科大学は NMIMR 内に文部科

学省新興・再興感染症対策拠点を有していることから、ガーナにおける感染症対策

に関する共同研究の実績があり、良好な協力・連絡体制が既に構築されている。し

かしながら、日本人専門家はチーフアドバイザーをはじめとして短期ベースでの投

入であり、効率的なプロジェクト運営、研究実績のモニタリングなどを効果的に行

うためには、合同調整委員会（Joint Coordinating Committee：JCC）や研究グループ

ミーティングの時期に合わせて専門家投入時期を計画するなど、効率性の高い研究

活動の実施に配慮する必要がある。 
 
（4）インパクト 

本プロジェクトの実施により、比較的高い正のインパクトが期待できる。 
 

① 本プロジェクトにおいて HIV 感染に対して有効な新規化合物が発見されれば、従

来の HAART（Highly Active Anti-retroviral Therapy：抗 HIV 薬による併用療法）に更

なる選択肢を与え、治療成績の向上や薬剤耐性株発現の抑制など、正のインパクト

は非常に大きいものとなる。また、持続・潜伏感染に対する新規薬剤の開発につな

がるような研究成果が得られれば、ガーナのみならず全世界に対して大きな正のイ

ンパクトが想定される。トリパノソーマ症においても同様に、侵淫地域住民の健康

に対して正のインパクトが期待できる。 
② NMIMR は創立以来、約 30 年にわたる技術協力・共同研究の実績があり、ガーナ

のみならず西アフリカ地域での中心的医学研究組織として認知されるに至ってい

る。CSRPM についても、1975 年の創立以来、ガーナの生薬研究の中心的役割を果

たしてきている。両組織の更なる研究開発能力の向上は、感染症対策に係る医学的

貢献のみならず、両機関の協力関係の向上により、ガーナの生薬開発の促進に大き

な正のインパクトを与えることが期待できる。 
③ 本プロジェクトは病原体を取り扱うため人体に対する負の影響が考慮されるが、

本件はプロジェクト活動内部で対応すべき問題であるため、「4（6）その他特記事

項」で整理している。 
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（5）自立発展性 
本プロジェクトは、以下の理由により中程度の自立発展性が期待できる。 

 
① ガーナにおける HIV 感染率は他のアフリカ諸国と比較すると低く抑えられてい

るが、MSM や FSW などの特定グループや若者を中心に増加傾向にあり、ガーナに

おける保健医療政策の中でも重点分野のひとつと位置づけ、その取り組みを強化し

ている。トリパノソーマ症などの NTD についても、対策を強化するべき疾患のひ

とつであるとの認識を示している。また、ガーナでは生薬開発、特に民間に広く受

け入れられている生薬を中心とした伝統医療の科学的解析に対して保健省、教育省

共に意欲的であり、プロジェクト終了後も支援が継続されることが期待できる。カ

ウンターパート機関の研究者からも、プロジェクト終了後の展開や自立発展性を担

保するための人材育成に関する発言も多く聞かれ、プロジェクトに対するオーナー

シップも十分確保されているといえる。また、研究成果の自立発展的展開や対象物

の拡大も、大いに期待できる。 
② 一方で、NMIMR において研究補助員など実際に手を動かす研究員の多くはプロ

ジェクトベースで雇用されているため、プロジェクト終了後に本プロジェクトの研

究を継続、あるいは他の疾患や生薬などに対象を拡大していくには、日本を含むド

ナー組織の支援や、独自で公的なグラント等を取得するなど、研究維持費を取得す

る必要がある。 
③ 本プロジェクトによりガーナ研究者の能力向上が図られれば、ほかの条件での新

規化合物質検索や生薬開発を独自で行うだけの研究者リソースは確保できるもの

と考えられる。ただし、有効性評価のためのアッセイ系の確立は、主に東京医科歯

科大学を中心に進め、ガーナ研究者の能力強化は少人数の本邦研修に限られる。し

たがって、アッセイ系確立に係る自立発展性は限定的であるが、本邦研修に参加し

た研究者を中核とした知識・技術の普及により、将来的なアッセイ系確立への備え

となるよう、効果の最大化を求めていく必要がある。 
④ 本プロジェクトでは、HIV 感染症及びトリパノソーマ症に対する前臨床試験候補

化合物の作製までをプロジェクトの活動範囲としているが、将来的に非臨床試験、

臨床試験（治験）が行われる道を拓くことを視野に入れた活動を展開する予定であ

る。非臨床試験は GLP（Good Laboratory Practice）適合性の確認申請が必要となる

が、本プロジェクトのガーナ側カウンターパート機関は独自にその準備を進めてお

り、プロジェクト終了後も自立発展的にプロジェクト成果の社会実装性を高めてい

くことが期待できる。 
 

６ 貧困・ジェンダー・環境等への配慮 

1） 環境社会配慮 
① カテゴリー分類：C 
② 影響と回避・軽減策 
本プロジェクトでは病原性の検体等を取り扱うため、研究に従事する者はプロジェク
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ト内で策定する SOP に従い、適切な手順、適切な環境下で作業を行うこととする。基本

的な実験操作についても、本プロジェクトの日本人専門家や現地専門家の監督下で、バ

イオハザード対策に関する国際基準等に沿って適切に実施されるように配慮する。 
 

2） 貧困削減促進 
労働人口の HIV やトリパノソーマ症の感染は労働生産性の低下を来たし、貧困を助長

する。特に HIV 感染はサハラ以南地域での感染率が高く、また、同地域での抗レトロウ

イルス薬を用いた治療（ART）サービスは近年急速に拡大しており、いったん治療を開

始したら生涯継続する必要がある性質上、長期的観点からも医療費は莫大となる。 
したがって、本プロジェクトを通じて将来的に新規の治療製剤が開発されれば、通常

数種類の薬剤を併用する ART の選択肢を広げることに通じる。より効果的 HIV/エイズ

治療の実現が実現されれば、間接的ではあるものの労働生産性低下を抑制することが期

待でき、不十分な治療効果に伴って発現する感染治療などに必要な医療費も軽減される

ことが期待される。 
 

3） ジェンダー 
特になし。 
 

７ 過去の類似案件の評価結果と本事業への教訓 

「地球規模課題に対応する科学技術協力」事業は 2008 年度に新設された事業であり、わが

国の科学技術力向上とともに、途上国側の研究能力向上を図ることを目的としている。ただし、

活動の主体は研究ベースであるという特殊性があり、過去の案件から得られた教訓で本案件に

対し直接応用できるものは限られている。 
2008 年 12 月に協力が終了した「WACIPAC プロジェクト」では、学校保健をエントリーポイ

ントとした寄生虫対策に関係するさまざまなレベル（ポリシーメーカー、関係部局のプログラ

ムマネジャー等）の人材養成と情報ネットワーク構築が実施され、西アフリカ地域のメンバー

国の統合的な寄生虫対策のための人材養成に対して大きく貢献した。同プロジェクトから得ら

れた教訓として、①広域協力の案件形成上の留意点、②プロジェクトの基本認識の形成と共有、

③協力相手方の特徴を勘案したプロジェクト計画の検討、④プロジェクトのモニタリング上の

留意点、の 4 つが示されている。 
本プロジェクトでは日本、ガーナ併せて 4 つの研究機関が協力して 2 つのテーマ（HIV 感染

及びトリパノソーマ症）について共同研究を実施するため、「②プロジェクトの基本認識の形

成と共有」に留意し、研究テーマごとの組織横断的な「研究グループ」を組織し、定期的に研

究進捗管理や情報共有、技術的な問題や、安全性マネジメント等を協議するための「研究グル

ープミーティング」を開催する活動を PDM に含めている。 
 

８ 今後の評価計画 

・中間レビュー ：2012（平成 24）年 10 月ごろ 
・終了時評価 ：2014（平成 26）年 9 月ごろ 
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第１章 詳細計画策定調査の概要 
 
１－１ 調査団派遣の経緯と目的 

昨今、わが国の科学技術を活用した地球規模課題に関する国際協力の期待が高まるとともに、

国内でも科学技術に関する外交の強化や科学技術協力における ODA 活用の必要性・重要性がう

たわれてきた。このような状況を受けて、2008 年度より「地球規模課題に対応する科学技術協力」

事業が新設された。本事業は、環境・エネルギー、防災及び感染症をはじめとする地球規模課題

に対し、わが国の科学技術力を活用し、開発途上国と共同で技術の開発・応用や新しい知見の獲

得を通じて、わが国の科学技術力向上とともに、途上国側の研究能力向上を目的とするものであ

り、国内での研究支援を独立行政法人科学技術振興機構（JST）が行い、開発途上国に対する支

援を JICA が行う。 
本事業のうち感染症分野の案件のひとつとして、ガーナ野口記念医学研究所（NMIMR）より「ガ

ーナにおける感染症制御と生薬開発への病因論的アプローチ」が要請され、並行して本邦研究機

関である東京医科歯科大学（TMDU）より JST に対して研究申請が行われ、案件審査の結果、2009
年度案件として採択されるに至った。 

ガーナの保健セクターでは、主要な疾病に対して標準的な治療及びケアのガイドラインは整備

されつつあるものの、地方における医療機関へのアクセスの悪さや高額な医療費等により、実際

の保健医療サービスは多くの人々にまで行き届いておらず、一般に生薬治療が広く受け入れられ

ている。非識字者を含む多くの国民にとって、伝統医療士（TMP）が治療のための最初の窓口と

なっている現状を踏まえ、より効果的な伝統医療を患者に提供するために、保健省（MoH）は伝

統・代替医療局を設立した。 
本プロジェクトは、生薬等を用いた有効な伝統・代替医療手段による HIV/エイズやトリパノソ

ーマ症などの感染症を抑制する方法を研究し、それらウイルス及び寄生虫感染症に有効な薬用植

物の薬効成分同定と作用機序の解明を通して、ガーナの感染症の罹患率及び死亡率削減に貢献す

ることを目的とする。薬効成分の解析と宿主因子への作用を研究し、より効果的で新しい治療法

を開発するとともに、地域に根付いた伝統医療を発展・充実させることは、感染症の抑制と国民

の医療へのアクセス促進という観点から優先順位が高いと考えられ、ガーナ保健省の政策にも合

致するものである。また、本プロジェクトで対象としている HIV 潜伏感染及びトリパノソーマ症

は、現在まで有効な薬物療法が確立されておらず、アフリカ地域においてエイズへの進展及びト

リパノソーマ症の蔓延が深刻な問題をもたらしていることから、これらの対策に貢献することも

期待される。 
今般、ガーナ政府からの協力要請の背景、内容を確認し、先方政府関係機関との協議を経て、

協力計画（プロジェクトデザイン）を策定し、当該プロジェクトの事前評価を行うために必要な

情報を収集、分析することを目的として、以下のとおり詳細計画策定調査を実施した。その後、

関係者との内容調整を経ながら、2010 年 4 月 1 日に討議議事録（R/D）に署名、同日から協力を

開始することとなった。 
① ガーナ側要請内容と東京医科歯科大学の研究計画内容を踏まえ、プロジェクトデザイン（案

件名、プロジェクト目標、投入、実施体制、活動計画、PDM 等）及び関係機関の役割分担（負

担事項含む）に関し、ガーナ側関係者と協議し、合意形成を行う。 
② 妥当性を中心とした評価 5 項目について、具体的政策に基づいて検証を行う。 
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③ 必要に応じ、生薬の承認体制、及び研究に関する倫理面の承認・実施体制の現状を確認し、

研究実施以前に合意すべき事項の確認を行う。また、JICA の臨床試験等に関する方針を説明

する。 
④ プロジェクト開始までに行う作業及びそのスケジュールを確認する。 
⑤ 日本側、ガーナ側双方で合意した事項をミニッツ〔協議議事録（Minutes of Meeting：M/M）〕

として取りまとめ、署名交換する。 
 
１－２ 調査団構成 

担当業務 氏 名 所 属 期 間 

団長・総括 牛尾 光宏 JICA 人間開発部 技術審議役 

研究総括 山岡 昇司 
東京医科歯科大学 大学院医歯学総合研究科 

教授 

協力企画 松岡 彩子 JICA 人間開発部 感染症対策課 職員 

評価分析 井上 洋一 
株式会社日本開発サービス 調査部主任研究

員 

2009.8.8～8.22 

研究企画 倉田 毅 JST 地球規模課題国際室 研究主幹 2009.8.10～8.15

研究調整 寺下 大地 JST 地球規模課題国際室 主査 

オブザーバー 小谷 瑠衣 
JST 地球規模課題国際室 アソシエートフェ

ロー 

2009.8.8～8.22 

 
１－３ 調査日程 

月日 曜日 日  程 

8/8 土 11:15 成田発（KL862）（牛尾、山岡、松岡、井上、寺下、小谷） 
16:10 アムステルダム着 

9 日 14:15 アムステルダム発（KL 589） 
18:50 アクラ着 

10 月 10:00 JICA ガーナ事務所打合せ 
14:00 野口記念医学研究所（NMIMR）表敬・協議 

11 火 9:30 Food and Drug Board 協議 
11:00 保健省伝統代替医療局協議 
14:30 NMIMR 臨床病理学部門協議 
15:10 アクラ着（倉田） 

12 水 （午前：移動） 
14:00 生薬科学研究センター（CSRPM）視察、協議 

13 木 10:00 団内打合せ 
15:00 NMIMR 寄生虫学部門協議 

14 金 8:30 NMIMR ウイルス学部門協議 
10:00 全体協議（NMIMR 及び CSRPM 関係者） 
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15 土 M/M・PDM 案作成 
23:00 アクラ発（倉田） 

16 日 M/M・PDM 案作成 

17 月 9:30 教育省表敬 
10:00 保健省表敬 
14:00 Cocoa Research Institute 視察、協議 

18 火 10:00 M/M 及び PDM 全体協議（NMIMR 及び CSRPM 関係者） 

19 水 8:30 財務省表敬 
午後 M/M 案修正 

20 木 10:00 M/M 署名 
14:00 JICA ガーナ事務所報告 
16:00 在ガーナ日本大使館報告 
21:05 アクラ発（KL590）（牛尾、山岡、松岡、井上、寺下、小谷） 

21 金 5:50 アムステルダム着 
15:20 アムステルダム発（KL861） 

22 土 9:40 成田着 

 
１－４ 調査結果 

協議・調査事項及び調査前の状況 調査結果及び現在までの状況 

（1）科学協力の基本的考え方 

本プロジェクトは、「地球規模課題対応国際

科学技術協力」により実施されるため、本事

業の目的、実施の仕組み等について、先方に

理解を得る必要がある。 

本事業の目的、実施の仕組み等について先方

に説明し、共通様式を基にミニッツに記載した

（II-1）。 

（2）プロジェクト実施体制 

1） R/D 署名者、プロジェクト実施体制 
これまでのガーナにおける NMIMR との協

力の経験にかんがみ、R/D 署名者、プロジェ

クト実施体制について以下の案が妥当と考え

られる。 
 

＜R/D 署名者＞ 
JICA ガーナ事務所長と①ガーナ大学副

総長（Vice Chancellor）、②保健省、③

教育省及び④財務省 
その下に Witnessed by として、 

- 野口記念医学研究所（NMIMR）所長

（Dr. Nyarko） 

1） 
責任の所在、保健省、教育省、NMIMR、生

薬科学研究センター（CSRPM）間の連携連絡

体制等について問題とならないか協議・再確認

のうえ、以下のとおりミニッツに記載した。 
 

＜R/D 署名者＞ 
左記案のとおり。 
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協議・調査事項及び調査前の状況 調査結果及び現在までの状況 

- 生薬科学研究センター（CSRPM）所

長 
- 研究代表者：東京医科歯科大学 山

岡教授 
 
＜実施体制＞ 

- プロジェクトディレクター： 
NMIMR 所長（Dr. Nyarko） 

- プロジェクトマネジャー： 
①CSRPM センター長 または 
② NMIMR 臨 床 病 理学 （ Clinical 

Pathology）部門長 
- C/P 機関 

①NMIMR 寄生虫学部門、ウイルス

学部門、臨床病理部門 
②CSRPM 

 
2） プロジェクト関係機関・カウンターパー

ト 
a） プロジェクト関係機関の整理 

プロジェクトに関係する機関での各分

野の分担は、ガーナ側及び日本側関係機

関の間で検討されている。 
 
 
 
 
 
 

b） Working Group（WG）の開催 
 
 
 
 
 
 
3） プロジェクト事務所、研究ラボの設置場

所提供 

 
 
 
 
 
＜実施体制＞ 

- プロジェクトディレクター： 
NMIMR 所長（Dr. Nyarko） 

- プロジェクトマネジャー： 
CSRPM センター長（Dr. Okine） 

- C/P 機関 
左記案のとおり（ANNEX I 参照） 

 
 
 
 
 
2） 

a） ガ ー ナ 側 関 係 機 関 （ NMIMR 及 び

CSRPM）をカウンターパート機関として

位置づけ、ミニッツに記載した（ANNEX 
I）。また、各研究課題の分担を表の形で整

理し、ミニッツに添付した（ANNEX II）。
合同調整委員会（JCC）のメンバーは、ミ

ニッツ II-5-2 に記載する各機関とする。 
また、保健省及び教育省の関与のあり方

について、保健省伝統医療局を JCC メン

バーに加えることで整理した。 
 

b） JCC の下部組織として、定期的に関係者

間で各分野活動の進捗等を共有する場と

なる Research Group Meeting の設置を合

意し、ミニッツ II-5-3 に記載した。また、

月間進捗報告書についても II-5-4 で提出

を義務づけることとした。 
 
3） NMIMR 及び CSRPM プロジェクト事務所

（スペースの提供・整備を依頼し、ミニッツ
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協議・調査事項及び調査前の状況 調査結果及び現在までの状況 

要請書には事務所及び研究スペースを提

供することが記載されている。 
に記載した。また、NMIMR 及び CSRPM 双

方が所有する既存研究スペース（検査室等）

及び既存の機器類のプロジェクト活動への

提供についてもガーナ側投入としてミニッ

ツ II-8-2 に記載した。 
 

（3）プロジェクト概要 

1） プロジェクト名 
要請時のプロジェクト名は以下のとお

り。 
 

（和文）ガーナにおける感染症制御と生

薬開発への病因論的アプローチ 
（英文）Control of Infectious Diseases of 

Viral and Parasitic Aetiology in 
Ghana 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
2） 協力期間 

要請書では、5 年間の協力が要請されてい

る。 
 
3） 協力対象研究内容 

① 以下のとおり、ODA 要請段階から、JST
による審査、ガーナ側要望の変化等に応じ

た協力内容の絞り込みが行われている。 

1） 研究内容が要請時より絞り込まれている

ことから、案件名を本邦研究機関より JST
へ提出された以下の研究課題名へ変更統一

することを提案した。 
（和文）ガーナ由来薬用植物抽出物によ

る感染症制御 
（ 英 文 ） Control of Infectious Diseases 

through studies on Ghanaian 
medicinal plant extracts 

 
最終的には英文は以下の案で合意し、ミ

ニッツ II-2 に記載した。 
（英文）S t u d i e s  o f  A n t i - v i r a l  a n d  

Anti-parasitic Compounds from 
Selected Ghanaian Medicinal 
Plants 

 
注）その後、帰国後の関係者協議を踏まえ、

以下の和文案件名への変更で合意された。 
（和文）ガーナ由来薬用植物による抗ウ

イルス及び抗寄生虫活性候補物

質の研究プロジェクト 
 
2） R/D 署名後から 5 年間の協力期間とする

ことを確認し、ミニッツ II-3 に記載した。 
 
 
3） 

① 絞り込まれた研究内容を本プロジェク

トの事業対象とすることを再確認し、ミ

ニッツ II-6-1 に記載した。 
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協議・調査事項及び調査前の状況 調査結果及び現在までの状況 

 

ODA 要請書記載内容 変更後（JST 審査等を踏まえた変更） 

薬用植物を用いた臨床試験（Clinical trials）の

能力強化 
（対象外） 

HIV/エイズ、マラリア、ヘルペス及び肝炎の

制御に有効な成分を有する薬用植物の同定 
（下線部分は対象外） 

 
② プロジェクト協力期間内にめざすべき

社会実装性を有する成果、及び協力終了

後のプロジェクト成果を活用した展開の

方向性について、ガーナ側の意向を確認

する。 

 
② 協力期間内においては、日本側では生

薬の使用ガイドライン策定、及び同定さ

れた生薬の有効成分とそれを含む粗抽出

物の動物を用いた毒性試験を行うところ

までが想定されていたが、協議を踏まえ、

協力期間内にめざすべき成果、及び協力

終了後に医薬品開発等をめざす可能性に

ついて協議を行い、現時点で対象の絞り

込みや手法検討が難しいことから、中間

レビューまでの保留事項とすることで合

意し、ミニッツ II-6-2 に記載した。 
 

4） 実施上の留意点について 
a） 倫理承認及び研究承認の必要性及びそ

の手続き 
NMIMR、CSRPM 及び保健省等におい

て、研究実施にあたり満たすべき必要な

要件がないか確認する。 
 
 
 
 
 

b） ガーナ国外への生物的資源の持ち出し

について 
 
 
 
 
 

c） 生薬を用いた伝統医療に係るガーナ保

4） 
a） ガーナで保健医療分野の研究を実施す

るにあたり必要な倫理審査、及び研究承

認の手続きと要件について確認し、ミニ

ッツ II-4 に記載した。今後、詳細な研究

計 画 を 策 定 次 第 、 NMIMR の STC
（Scientific and Technical Committee）及

び CSRPM の Research Committee and 
Board へ申請手続きを行うことを記載し

た（4-1）。 
 

b） ま た 、 動 物 実 験 に つ い て は IRB
（Institutional Review Board）、植物遺伝子

資源、薬用植物粗抽出物、及びその他の

生物的資源等の持ち出し手続きについて

は関係省庁の承認手続きを別途行うこと

とした（4-2）。 
 

c） ガーナ保健省の生薬を用いた伝統医療
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協議・調査事項及び調査前の状況 調査結果及び現在までの状況 

健省の政策との整合性 
 
 
 
 

d） 日ガ間での合意必要事項 
ｱ） 日ガ研究機関間での合意文書締結 

 
 
 
 
 
 
 

ｲ） 安全策及び倫理的配慮 
 
 
 
 
 

ｳ） 知的財産権の取り扱い 
 
 
 
 

ｴ） 治験等の取り扱い 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

に係る方針と、本プロジェクトの成果が

ガーナの保健医療政策において有効に活

用される見通しについて先方と協議及び

情報収集を行った。 
 

d）  
ｱ） 日ガ研究機関間で、本プロジェクト

のマスタープランに基づき共同研究を

行うことを合意し、合意文書（MOU）

を締結するべき旨をミニッツに記載し

た。また、合意文書に含まれるべき内

容（知的財産権、法令遵守等を含む）

を記載した（II-9-1）。 
 

ｲ） 安全策及び倫理的配慮 
安全策及び倫理的配慮については、

各研究機関の倫理委員会審査を経るこ

とで相手国の倫理指針を遵守しつつ研

究を実施することとしている。 
 

ｳ） 知的財産権の取り扱い 
知的財産権の取り扱いは、研究機関

間の合意文書に定めるとおりとするこ

とをミニッツに記載した（II-9-2）。 
 

ｴ） 治験等の取り扱い（※本協力で治験

は予定されていないが、注意事項とし

て記載する） 
医薬品・医療機器の開発・製造・販

売を目的とする治験（Clinical Trial）及

び人体に侵襲を加える、あるいはプラ

イバシーを侵害する臨床試験（治験等）

については、JICA 事業として実施しな

い。よって PDM 等の案件デザインに治

験等の実施は含めず、治験等に係る経

費（実施者・被験者への謝金等）は支

出しない。JICA 事業で実施する活動と

関連して治験等が行われた場合でも、
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協議・調査事項及び調査前の状況 調査結果及び現在までの状況 

 
 
 
 
 
 
5） プロジェクト・デザイン・マトリックス

（PDM） 
上位目標は設定しない（本事業統一の取

り扱い）。 
 
6） 活動計画（PO） 
 
 
7） 投入計画 

概要案は以下のとおり。 
 

長期専門家 業務調整 1 名 
短期専門家 各研究分野で数名・数回（含

むチーフアドバイザー） 
研修員受入 各研究分野で数名 
機材供与 

 

治験等に係る事象については相手国側

もしくは日本側研究機関の責任の下で

行うこととし、いかなる場合において

も JICA には責がない旨をミニッツに明

記した（II-9-3）。 
 
5） PDM 第 1 版を作成し、ミニッツに添付し

た。（ANNEX III） 
 
 
 
6） PO 第 1 版を作成し、ミニッツに添付した

（ANNEX IV）。 
 
7） 左記をミニッツに記載した（II-8-1）。なお、

人件費負担に係る投入は JICA の協力対象外

であること、及び原則として現地で新規の

常勤雇用は行わない方針であることを説明

し、合意を得ている。ただし、研究助手レ

ベルの人材不足については引き続き懸念が

示されている。また、機材供与については、

今後必要機材リストをガーナ側研究機関と

すり合わせのうえ、詳細な仕様等検討を進

める必要がある。 

（4）5 項目評価 

本事業の趣旨から、評価 5 項目のうち、妥

当性の検討は必須で、他の項目は可能な範囲

で検討する。 

左記を検討するのに必要な情報を収集する。

特に、以下の点を踏まえて検討し、事業事前評

価表を作成した。 
妥当性：ガーナの生薬療法に関する方針との

整合性 
インパクト：ネガティブインパクトを確認

し、その軽減がされるよう配慮

する。 
自立発展性：研究活動の自立発展性確保 

 

（5）今後のスケジュール 

R/D 署名及びプロジェクト開始時期につい

て確認するとともに、日ガ双方において案件

左記の結果を踏まえ、今後のスケジュールを

以下のとおり確認し、ミニッツに記載した。 
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協議・調査事項及び調査前の状況 調査結果及び現在までの状況 

開始までに準備すべきことを確認する。 2009 年 12 月ごろ：R/D 署名 
（2010 年 1 月以降：プロジェクト開始予定）

 
また、調査後に日本側で以下の対応を進める

必要がある。 
① 供与機材、活動等の詳細計画を策定す

る。 
② 日ガ間で R/D 最終版を協議・策定す

る。 
③ 詳細な研究計画を策定し、各研究機関

の 委 員 会 （ STC 及 び Research 
Committee and Board）への申請を進め

る。 
④ R/D 署名を行う。（2009 年 12 月ごろ

想定） 
⑤ 各委員会での承認後、協力を開始する

（2010 年 1 月以降）。 
 
*調査実施後の協議補足事項： 

詳細計画策定調査後の協議において、オフィ

ススペースの確保及び供与機材の投入計画に

関し内容の合意に時間を要したため、実際の

R/D 署名及び協力開始は 2010 年 4 月 1 日とな

った。 
 

（6）その他留意事項 

1） ゲイツ財団との連携 
 
 
2） 拠点形成プログラム等との連携 
 

1） 今回の調査では特段新規の情報を得られ

なかった。 
 
2） 協議においては東京医科歯科大学が現在

実施中の文科省新興・再興感染症拠点形成プ

ログラム関係者の参加も得られ、効果的な協

議となった。引き続き、両案件で可能な連携

を図りつつ重複を排し、効率的な研究実施と

なるよう配慮することとしている。 
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１－５ 主要面談者 

（1）ガーナ側 

財務経済企画省 
外部資源動員局（二国間援助） 

 
局長代理 

 
Mr. Samuel Abu-Bonsrah 

教育省 
 

大臣 
次官 

Mr. Alex Tettey-Enyo 
Prof. Paul N. Buatsi 

 人材育成部門 部門長 Mr. Evans A. Dzllcum 

 管理部門 部門長 Mr. J. O. Afraui 

   

保健省（MoH） 次官 Madam Salimata Abdul-Salam 

同 政策立案・モニタリング 
・評価部門 

部門長 Mr. F. G. Dakpallah 

同 伝統代替医療局 局長 Mr. Peter Arhin 

同 ガーナヘルスサービス 事務局長 Dr. E. K. Sony 

同 伝統医療実践協議会  Mr. Dela Kemevor 

同 食品・医薬品委員会 会長 Dr. Stephen Kwabena Opuni 

 副会長代理（食品担当） Mr. John Odame-Darkwah 

 副会長代理（医薬品担当） Mr. Rev. J, Y. Martey 

 生薬部門長 Mr. Abu Sumaila 

   

野口記念医学研究所（NMIMR）所長 Prof. Alexander K. Nyarko 

同 臨床病理学部門 部門長 Prof. Nii-Ayi Ankrah 

 シニアリサーチオフィサー Dr. Regina Appiah-Opong 

 シニアリサーチオフィサー Dr. Mark Ofosuhene 

同 ウイルス学部門 リサーチフェロー Dr. William Ampofo 

同 寄生虫学部門 部門長 Prof. Daniel A. Boakye 

 リサーチオフィサー Dr. Maxwell Appan 

同 免疫学部門 部門長 Dr. Ben Gyan 

   

   

生薬科学研究センター（CSRPM）所長 Dr. Laud K. N. Okine 

 副所長 Prof. Kwadwo Koram 

 シニアリサーチオフィサー Mrs. Agatha Gyapong 

 シニアリサーチオフィサー

（広報） 
Mr. Osafo-Mensah S. 

 シニアリサーチオフィサー Mr. Mills-Robertson 

 シニアリサーチオフィサー Mr. George Duker-Esttun 

   

カカオ研究所（CPIG） 所長代理/チーフリサーチ Dr. F. M. Amoah 
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オフィサー 

 リサーチオフィサー Dr. Henry Kwame Dzahini-Obiatey

 リサーチオフィサー Dr. Owusu Domfeh 

   

（2）日本側   

在ガーナ日本大使館 特命全権大使 片上 慶一 

 参事官 望月 寿信 

 経済協力調整員 天川 明香 

   

JICA ガーナ事務所 所長 山内 邦裕 

 次長 熊谷 真人 

 所員 加藤 恵 

 プログラムオフィサー 
（保健分野） 

Mr. George Graves Woode 

   

東京医科歯科大学（TMDU） 
ガーナ拠点 

大学院医歯学総合研究科 
ウイルス制御学講座  
特任教授 

石川 晃一 

 大学院医歯学総合研究科 
国際環境寄生虫学分野  
特任准教授 

鈴木 高史 

 
 



－12－ 

第２章 プロジェクトの計画立案 
 
２－１ プロジェクト概要 

（1）上位目標 
（科学技術協力事業の統一整理として設定しない） 

 
（2）プロジェクト目標 

共同研究を通じてガーナ研究機関のガーナ原産の生薬由来抗ウイルス及び抗寄生虫活性物

質に関する研究開発能力が向上する。 
指標 1：少なくとも 1 つ、前臨床試験への抗ウイルス薬候補化合物が決定される。 
指標 2：少なくとも 1 つ、前臨床試験への抗寄生虫薬候補化合物が決定される。 

 
（3）成果 

1） ガーナ原産の生薬抽出物中の新規化合物について、安全性、抗 HIV 活性及び構造活性相

関が確認される。 
〔指標〕 

1-1 2012 年までに抗 HIV-1 活性を有する新規化合物が少なくとも 1 つ同定される。 
1-2 2014 年までに少なくとも 1 つの抗 HIV-1 活性を有する新規化合物の作用機序及

び構造活性相関が解析される。 
 

2） ガーナ原産の生薬抽出物中の新規化合物について、安全性、抗トリパノソーマ活性及び

構造活性相関が確認される。 
〔指標〕 

2-1 2012 年までに抗トリパノソーマ活性を有する新規化合物が少なくとも 1 つ同定

される。 
2-2 2014 年までに少なくとも 1 つの抗トリパノソーマ活性を有する新規化合物の細

胞表現型への影響及び構造活性相関が解析される。 
 

3） ガーナ原産の生薬由来抗ウイルス及び抗寄生虫活性物質に関する研究のための実施体

制が確立される。 
〔指標〕 

3-1 研究課題ごとの SOP が整備される。 
3-2 研究グループミーティングが 4 カ月ごとに開催される。 
3-3 研究グループリーダーによる月例研究進捗報告書が提出される。 
3-4 研究運営年間計画書が作成される。 

 
（4）活動 

1-1 ガーナ原産の候補植物からの候補化合物（プロシアニジン及びホルボールエステル

類など）の粗抽出方法を確立する。 
1-2 抗 HIV 活性を有する粗抽出物及び分離化合物の安全性を立証する。 
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1-3 植物粗抽出物の抗 HIV 活性スクリーニングに用いるバイオアッセイ系を確立する。 
1-4 プロジェクトで確立したバイオアッセイ系を用い、HIV-1 複製抑制効果、HIV-1 に

対する宿主制限因子発現活性化効果、潜在プロウイルス発現活性化効果を有する

粗抽出物を同定する。 
1-5 粗抽出物中から抗 HIV-1 活性を有する新規化合物を分離精製する。 
1-6 得られた化合物の構造活性相関及びウイルス学的作用機序を解析する。 
1-7 抗 HIV 活性物質を高濃度に含有する植物を繁殖させるための手法を開発する。 
 
2-1 ガーナ原産の候補植物からの候補化合物（没食子酸及びクルクミンなど）の粗抽出

方法を確立する。 
2-2 抗トリパノソーマ活性を有する粗抽出物及び分離化合物の安全性を立証する。 
2-3 植物粗抽出物の抗トリパノソーマ活性スクリーニングに用いるバイオアッセイ系

を確立する。 
2-4 プロジェクトで確立したバイオアッセイ系を用い、トリパノソーマ原虫の増殖抑制

効果、形態変化誘導効果を有する粗抽出物を同定する。 
2-5 粗抽出物中から抗トリパノソーマ活性を有する新規化合物を分離精製する。 
2-6 得られた化合物の構造活性相関を解析し、細胞表現型への影響を究明する。 
2-7 抗トリパノソーマ活性物質を高濃度に含有する選抜植物を繁殖するための手法を

開発する。 
 
3-1 研究活動実施のための実験室環境が整備される。 
3-2 研究課題ごとの標準作業手順書（SOP）を整備する。 
3-3 研究の進捗、成果、安全管理について協議するための研究グループミーティングを

定期的に招集する。 
3-4 研究グループリーダーはプロジェクトコーディネーターを介して月例研究進捗報

告書をプロジェクトダイレクター及びチーフアドバイザーへ提出する。 
3-5 研究運営年間計画書を作成する。 

 
（5）投入の概要： 

1） 日本側 
協力総額 4 億 3,000 万円 

 
専門家派遣 

① チーフアドバイザー（短期専門家） 
② 業務調整（長期専門家） 
③ 植物抽出物の調製、有効成分特定と精製：薄層クロマトグラフィー（TLC）、抽出

条件検討、高速液体クロマトグラフィー（HPLC）（短期専門家） 
④ 植物抽出物スクリーニング：HIV 複製抑制（短期専門家/チーフアドバイザーを兼

務） 
⑤ 植物抽出物スクリーニング：HIV 潜伏感染プロウイルス発現（短期専門家） 
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⑥ 植物抽出物スクリーニング：抗寄生虫化合物（短期専門家） 
 

本邦研修 
① 植物抽出物の調製、有効成分特定と精製 
② 植物抽出物スクリーニング（HIV 複製抑制） 
③ 植物抽出物スクリーニング（HIV 複製抑制因子の発現増強） 
④ 植物抽出物スクリーニング（HIV 潜伏感染プロウイルス発現） 
⑤ 植物抽出物スクリーニング（抗寄生虫化合物） 

 
資機材 

本プロジェクトで行う研究に必要な機器等 
 

ローカルコスト（在外事業強化費） 
 

2） ガーナ側 
カウンターパート 

① プロジェクトディレクター 
② プロジェクトマネジャー 
③ 研究グループリーダー 
④ NMIMR ウイルス学部門、寄生虫学部門及び臨床病理部門、CSRPM 研究者 

（HIV ウイルス、トリパノソーマ症、薬理学/毒性学、植物科学、植物開発） 
 

施設及び資機材 
- NMIMR 内事務スペース 
- NMIMR 臨床病理学部門内研究スペース 
- NMIMR ウイルス学部門内研究スペース 
- NMIMR 寄生虫学部門内研究スペース 
- CSRPM 内研究スペース 
- 研究に必要な既存の研究機器類 ほか 

 
ローカルコスト 

光熱費、固定電話などの日常経費 
 
（6）外部条件 

1） プロジェクト目標までの外部条件 
ガーナ政府がプロジェクト関連の研究施設を維持する。 

2） 成果達成までの外部条件 
指導を受けたカウンターパートがプロジェクト成果達成に影響を及ぼすほど離職しな

い。 
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3） 前提条件 
① 本プロジェクトで行う各研究課題に対し、NMIMR の STC 及び CSRPM からの研究承

認が得られている。 
② 植物遺伝子工学に関して、国家バイオセーフティー委員会からの研究承認が得られて

いる。 
③ NMIMR 内の IRB による動物実験の認可が得られている。 
④ 物質移動あるいは輸出入に関して、関係省及び関係当局からの認可が得られている。 

 
（7）事業実施スケジュール（協力期間） 

2010 年 4 月から 2015 年 3 月まで（5 年間） 
 
（8）事業実施体制（実施機関及びカウンターパート） 

＜日本側＞ 
代表研究機関：国立大学法人東京医科歯科大学 大学院医歯学総合研究科（TMDU） 
参画研究機関：長崎国際大学 薬学部薬学科 物質薬学分野（NIU） 

 
＜ガーナ側＞ 

代表研究機関：NMIMR 
参画研究機関：CSRPM 

 
なお、抗 HIV 活性候補物質及び抗トリパノソーマ活性候補物質のおのおのに対する研究グ

ループを機関横断的に形成する。研究グループの構成は以下のとおり。 
① 抗 HIV 活性候補物質研究グループ 

＜日本側＞TMDU ウイルス制御学分野、免疫治療学分野及び NIU 研究者 
＜ガーナ側＞NMIMR ウイルス学部門、臨床病理学部門及び CSRPM 研究者 

 
② 抗トリパノソーマ活性候補物質研究グループ 

＜日本側＞TMDU 国際環境寄生虫学分野及び NIU 研究者 
＜ガーナ側＞NMIMR 寄生虫学部門、臨床病理学部門及び CSRPM 研究者 

 
（9）他ドナーとの連携 

本プロジェクトで同定された特定の薬理作用を有する新規化合物は、将来的に非臨床試験、

臨床試験（治験）へと発展し、最終的には新規医薬品として臨床の現場で使用されることが

期待される。臨床試験の実施やその他の薬事関係は保健省関連機関である食品医薬品審議会

が管轄するため、NMIMR の管轄省庁である教育省のみならず、保健省とも研究の進捗や方

向性などについてその情報管理に留意しつつ、緩やかな協力体制を構築していくことが必要

である。 
また、本プロジェクトの代表実施機関である東京医科歯科大学は、NMIMR の協力のもと、

結核予防会結核研究所の参加を得て、NMIMR 内に文部科学省新興・再興感染症研究拠点形

成プログラムのガーナ拠点を設置している。同拠点での研究内容は、HIV、高病原性インフ
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ルエンザウイルス、薬剤耐性結核菌、トリパノソーマ症、マラリア及び住血吸虫について病

原体因子の研究を中心に行うため、本プロジェクトで実施するガーナ原産生薬からの治療薬

候補の探索とは重複しない。他方、両事業は HIV 及びトリパノソーマ原虫感染対策に対し異

なったアプローチを取るため、おのおのの事業が奏効すれば、直接的な連携がなくとも感染

症への総合的な対策の実施が期待できる。 
 
（10）そのほか特記事項 

1） 知的財産権の取り扱いについて 
本プロジェクトは、プロジェクト終了以降、将来的に動物を用いた非臨床試験、更には

ヒトに対する臨床試験（治験）を経て、HIV 及びトリパノソーマ症に対する新規医薬品の

開発を視野に入れた活動を展開するが、JICA はプロジェクト活動を通じて同定された「前

臨床試験候補化合物」及び関連する知的財産権を放棄している。 
本プロジェクトで作製された治験薬候補等の知的財産権は、研究機関間で締結する合意

文書「Collaborative Research Agreement」に定めるとおりとする。 
 

2） 臨床試験（治験）の取り扱いについて 
医薬品・医療機器の開発・製造・販売を目的とする治験及び人体に侵襲を加える、ある

いはプライバシーを侵害する臨床試験（治験等）については、JICA としては実施しない。 
JICA は治験等を実施しないことから、PDM 等の案件デザインに治験等の実施は含まな

い。JICA 事業で実施する活動と関連して将来的に治験等が行われた場合でも、治験等に係

る事象については相手国側もしくは日本側研究機関の責任のもとで行うこととし、いかな

る場合においても JICA には責が及ばないことを日本−ガーナ間の合意文書で確認してい

る。 
 

3） 共同研究実施に必要な承認申請等について 
プロジェクト開始に先立って、すべての研究活動は個々の研究課題ごとに承認を取得す

る必要がある。NMIMR においては科学技術委員会に対し研究計画を提出し、承認を得る。

研究内容に「Human Aspects」を含む場合（本プロジェクトでは治験等は行わないが、ヒト

の検体を用いる場合等）は、ガーナ保健局の IRB に研究承認申請を提出し、倫理委員会に

よる承認を取得する必要がある。CSRPM においても、研究委員会の承認が必要である。 
また、研究実施に関連した承認申請が必要な項目は以下のとおりである。 
① NMIMR において動物実験を実施する場合には同施設内 IRB の認可を得る。 
② 植物遺伝資源、植物由来化合物及び生体試料などを含む物質移動（輸出入）を行う

場合には、関連省庁/関連機関からの認可を得る。 
 

4） 人体に影響を及ぼす可能性のある病原体を取り扱う研究の実施について 
本プロジェクトではガーナ原産植物由来の化合物の有効性を確認するために、HIV また

はトリパノソーマ原虫を用いたバイオアッセイを NMIMR で実施する。特に HIV に関する

研究においては、取扱者の安全確保、周辺環境への配慮について留意する必要がある。 
HIV を取り扱う実験系については、可能な限り研究者の危険性の少ない実験法（感染性
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を著しく低下させる、再感染しない病原体を用いる実験系を採用する）を工夫することは

技術的に可能である。バイオアッセイ系の構築は日本側研究施設で実施予定であるが、研

究者への感染リスクが回避できない場合は、NMIMR でのバイオアッセイを同研究所設置

の BSL-3 実験室を使用することも考慮する。トリパノソーマ症は吸血昆虫（ツエツエバエ）

がヒト感染を媒介するため実験系での感染リスクは少ないが、適切な安全管理のもと実験

を行うこととする。 
また、本プロジェクトでは、研究課題ごとに SOP を作成し、各実験手技の正確性、再現

性のみならず安全性を担保する配慮を行っている。4 カ月に 1 度開催予定である研究グル

ープミーティングにおいても、安全管理状況を確認することを PDM の活動の一部として

設定している。 
 

5） 研究成果の情報管理について 
本事業は、環境・エネルギー、防災及び感染症をはじめとする地球規模課題に対し、わ

が国の科学技術力を活用し、開発途上国と共同で技術の開発・応用や新しい知見の獲得を

通じて、わが国の科学技術力向上とともに、途上国側の研究能力向上を図ることを目的と

している。 
本事業の性質上、具体的活動は研究的要素が多く含まれることから、その成果は国際専

門誌等への発表までは機密情報として取り扱われる場合がある。本プロジェクトで開発さ

れる実験手技や新規化合物等は、将来的に特許申請されることも想定されており、研究成

果に係る情報共有や研究成果管理には細心の注意が必要である。 
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第３章 評価 5 項目による事前評価結果 
 
３－１ 妥当性 

本プロジェクトは、以下の理由から妥当性は高いと判断される。 
 

HIV/エイズ対策は、世界的に喫緊の対応が必要である地球的規模の課題のひとつであり、MDGs
の重点分野でもある。ガーナの HIV 陽性者率は約 1.9％と低く維持されているが、特に、若者や

MSM、FSW、特定地域での感染拡大が懸念されており、ガーナにおいても政策取り組みを行う重

点分野との認識である。トリパノソーマ症においても、NTD として世界的に治療法の開発が遅れ

ている分野であり、本プロジェクトに対する保健省や関連組織の関心や期待は非常に大きい。 
また、生薬開発はガーナでは政策的に重点項目であり、既存生薬の有効成分分析に応用可能な

技術の移転はガーナ原産の生薬に科学的根拠の付与をもたらすものである。現場レベルの研究者

（ターゲットグループ）も、本プロジェクトを通じた治療薬候補化合物の同定や、共同研究活動

を通じた組織・個人の能力強化になみなみならぬ意欲を示している。 
わが国の援助政策においても、2006 年 5 月の「アフリカ感染症行動計画」、2008 年第 4 回アフ

リカ開発会議（TICAD Ⅳ）で採択された横浜行動計画でも感染症対策及び関連社会開発分野へ

の取り組みを強化する方針を表明している。したがって、ガーナ原産生薬由来抗ウイルス及び抗

寄生虫活性物質に関する研究開発能力向上をめざす本プロジェクトは、国際社会のニーズ、被援

助国のニーズ及び政策、ターゲットグループのニーズ、わが国の援助政策との整合性は極めて高

い。 
 
サハラ以南の人口は地球人口の約 11％であるが、HIV 陽性者は 64％であり、同地域に集中して

いる。また、トリパノソーマ症においても地域特異性が認められ、ガーナにおいて共同研究を通

した研究者の能力強化や問題対応能力の強化を実施することは、地域的な観点からも極めて妥当

性が高い。 
 
HIV 関連の研究は全世界で実施されており、大学等の研究機関のみならず医薬品開発の主要機

関である製薬メーカーは新規薬剤の開発に対して資金的にもかなり大規模な取り組みを行ってい

る。特に製薬メーカーによる医薬品開発は、HIV 治療薬のみならず一般的な医薬品であっても公

開される情報は極めて限られている。そのような性質を考慮し、本プロジェクトの外部条件には

設定していないが、製薬メーカー等による HIV 根本治療薬の開発は本プロジェクトの妥当性を著

しく阻害することとなり、プロジェクト活動の方向性に重大な影響を及ぼす可能性があるため、

入手可能な情報についてはプロジェクト全期間において注視していく必要がある。このことは、

トリパノソーマ治療薬開発に関しても同様である。 
 
３－２ 有効性 

本プロジェクトは、以下の理由から中程度の有効性が認められる。 
 

本プロジェクトでは、生薬粗抽出物の安全性及び有効性スクリーニング、有効成分の分離精製

を行うが、これらの技術は他の疾患や症状に対する生薬開発に応用可能な技術であり、成果の達
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成は直接プロジェクト目標である研究能力の向上に直結するため、有効性が高いといえる。しか

しながら、高度な分析機器の必要な有効成分の構造決定、構造活性相関に関する研究は主として

日本で実施するため、それらの項目についてのガーナ研究者の能力向上（人材育成）という観点

からは、有効性は限定的といわざるを得ない。 
 

本プロジェクトの中での活動に研究進捗報告書作成や研究グループミーティングを通した研究

目的の達成状況や、各研究者へのフィードバックなどの情報共有を含んでいる（成果 3）。これら

の活動により研究者間で実験手法や分析に関する意見交換を活発化することが可能となり、プロ

ジェクト活動の進捗管理にも貢献するとともに、プロジェクト目標である「能力強化」に対して

高い有効性が期待できる。 
 
３－３ 効率性 

本プロジェクトは、以下の理由から効率的な協力の実施が見込まれる。 
 

本プロジェクトは、ガーナカウンターパート機関にとって新たな技術の導入であるため、協力

の初期投入として、研究機器等の施設環境の整備が必要である（活動 3-1）。既存の研究機器には

本プロジェクトで必要な機材も存在しているが、メンテナンスが不良であったり、他の研究との

共用が困難であったりするものが多くあり、プロジェクトから一定量の投入は必要である。しか

しながら、基本的な研究機器、施設に関しては可能な限り既存のものを利用することが望ましく、

使用状況などを慎重に見極め、機器、施設環境への投入は最小限となるように配慮している。 
 

植物抽出物から有効成分のスクリーニングを行う場合、含有される化学物質の種類は莫大であ

る。ランダムスクリーニングはすべての化合物質に対して網羅的に有効性評価を行うため、全く

未知の有効成分の発見や類似化合物質での有効性比較などが可能となり、新規医薬品開発には有

効な手段である。他方、ランダムスクリーニングを実施するには莫大な費用と設備、時間を要す

る。本プロジェクトでは、あらかじめ有効性が示唆されている 4 つの化合物を出発点として生薬

の有効性スクリーニングを実施することとしており、費用対効果の高い効率的なスクリーニング

ができるよう配慮されている。 
 
本プロジェクトの中に研究者ごとの月例研究進捗報告書の作成や研究活動促進のための研究グ

ループミーティングを開催することを活動に含めている（活動 3）。これらの活動は研究者間の研

究成果の情報共有だけではなく、プロジェクト活動の進捗管理に大きく貢献し、高い効率性が期

待できる。 
 
本プロジェクトの日本側実施機関である東京医科歯科大学は NMIMR 内に文部科学省新興・再

興感染症対策拠点を有していることから、ガーナにおける感染症対策に関する共同研究の実績が

あり、良好な協力・連絡体制が既に構築されている。しかしながら、日本人専門家はチーフアド

バイザーをはじめとして短期ベースでの投入であり、効率的なプロジェクト運営、研究実績のモ

ニタリングなどを効果的に行うためには、JCC や研究グループミーティングの時期に合わせて専

門家投入時期を計画するなど、効率性の高い研究活動の実施に配慮する必要がある。 
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３－４ インパクト 

本プロジェクトの実施により、比較的高い正のインパクトが期待できる。 
 

本プロジェクトにおいて HIV 感染に対して有効な新規化合物が発見されれば、従来の HAART
（Highly Active Anti-retroviral Therapy：抗 HIV 薬による併用療法）に更なる選択肢を与え、治療

成績の向上や薬剤耐性株発現の抑制など、正のインパクトは非常に大きいものとなる。また、持

続・潜伏感染に対する新規薬剤の開発につながるような研究成果が得られれば、ガーナのみなら

ず全世界に対して大きな正のインパクトが想定される。トリパノソーマ症においても同様に、侵

淫地域住民の健康に対して正のインパクトが期待できる。 
 
NMIMR は創立以来、約 30 年にわたる技術協力・共同研究の実績があり、ガーナのみならず西

アフリカ地域での中心的医学研究組織として認知されるに至っている。CSRPM についても、1975
年の創立以来、ガーナの生薬研究の中心的役割を果たしてきている。両組織の更なる研究開発能

力の向上は、感染症対策に係る医学的貢献のみならず、両機関の協力関係の向上により、ガーナ

の生薬開発の促進に大きな正のインパクトを与えることが期待できる。 
 
本プロジェクトは病原体を取り扱うため人体に対する負の影響が考慮されるが、本件はプロジ

ェクト活動内部で対応すべき問題であるため、「2-1（10）その他特記事項」で整理している。 
 
３－５ 自立発展性 

本プロジェクトは、以下の理由により中程度の自立発展性が期待できる。 
 
ガーナにおける HIV 感染率は他のアフリカ諸国と比較すると低く抑えられているが、MSM や

FSW などの特定グループや若者を中心に増加傾向にあり、ガーナにおける保健医療政策の中でも

重点分野のひとつと位置づけ、その取り組みを強化している。トリパノソーマ症などの NTD に

ついても、対策を強化するべき疾患のひとつであるとの認識を示している。また、ガーナでは生

薬開発、特に民間に広く受け入れられている生薬を中心とした伝統医療の科学的解析に対して保

健省、教育省共に意欲的であり、プロジェクト終了後も支援が継続されることが期待できる。カ

ウンターパート機関の研究者からも、プロジェクト終了後の展開や自立発展性を担保するための

人材育成に関する発言も多く聞かれ、プロジェクトに対するオーナーシップも十分確保されてい

るといえる。また、研究成果の自立発展的展開や対象物の拡大も、大いに期待できる。 
 

一方で、NMIMR において研究補助員など実際に手を動かす研究員の多くはプロジェクトベー

スで雇用されているため、プロジェクト終了後に本プロジェクトの研究を継続、あるいは他の疾

患や生薬などの対象を拡大していくには、日本を含むドナー組織の支援や、独自で公的なグラン

ト等を取得するなど、研究維持費を取得する必要がある。 
 

本プロジェクトによりガーナ研究者の能力向上が図られれば、ほかの条件での新規化合物質検

索や生薬開発を独自で行うだけの研究者リソースは確保できるものと考えられる。ただし、有効

性評価のためのアッセイ系の確立は、主に東京医科歯科大学を中心に進め、ガーナ研究者の能力
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強化は少人数の本邦研修に限られる。したがって、アッセイ系確立に係る自立発展性は限定的で

あるが、本邦研修に参加した研究者を中核とした知識・技術の普及により、将来的なアッセイ系

確立への備えとなるよう、効果の最大化を求めていく必要がある。 
 

本プロジェクトでは、HIV 感染症及びトリパノソーマ症に対する前臨床試験候補化合物の作製

までをプロジェクトの活動範囲としているが、将来的に非臨床試験、臨床試験（治験）が行われ

る道を拓くことを視野に入れた活動を展開する予定である。非臨床試験は GLP 適合性の確認申請

が必要となるが、本プロジェクトのガーナ側カウンターパート機関は独自にその準備を進めてお

り、プロジェクト終了後も自立発展的にプロジェクト成果の社会実装性を高めていくことが期待

できる。 
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第４章 団長総括/団員所感 
 
４－１ 団長総括 

今回の詳細計画策定調査では、ガーナ側研究機関として野口記念医学研究所（NMIMR）及び生

薬科学研究センター（CSRPM）との協議を中心に行った。教育省管轄である NMIMR と保健省管

轄である CSRPM であるが、本協力においては生薬とその作用機序解明という共通の研究課題に

向けて、両所長を中心とした連携体制が確保されており、プロジェクトの実施体制においてもそ

の連携がうまく反映されているものと思われる。管轄省においてもそれぞれの研究機関に対する

信頼と自負が強く、総じてガーナ側の本協力への期待も高いものと判断された。 
調査を通じて特筆すべきなのは、ガーナ側研究者に持続性及び自立発展性への意識が強く感じ

られたことである。協議においては、プロジェクト終了後にガーナ側において何が達成されるべ

きか、及び協力を通じて研究者の能力強化につながるような活動計画をいかに調整すべきか、等

繰り返し議論され、「ガーナ側のキャパシティビルディング」という発言で象徴されるように、研

究成果に加えて研究者の能力向上をめざした本事業の趣旨を、自ら強く求める姿勢に感銘を受け

た。 
これは、日本の長年の協力により技術協力を通じたキャパシティディベロップメントの概念が

浸透したことを示すものであり、このような姿勢をもつ NMIMR で協力を行う有効性は高いと考

えられる。また、研究者自身が「野口」という名に日本との関係の歴史とそれに対する誇りを見

いだしていることからも、ガーナにおける NMIMR の存在の大きさと意義を改めて実感する次第

であった。 
他方で、同研究所は海外の研究機関及び基金等に支援を受けたプロジェクトを多数実施し、プ

ロジェクト専任研究者や助手を雇用する人件費や間接費を各プロジェクトで負担する整理となっ

ており、単なる技術協力の対象というよりは既に共同研究のイコールパートナーとしての体制が

確立している。本事業も共同研究を軸に行うものであるが、JICA の行う技術協力の観点では、共

同研究において必要とされるようなそれら経費負担に必ずしも対応できず、先方からも将来的な

対応策の検討を依頼されている。技術協力による共同研究の実施という特殊な性格の本事業にお

いては、柔軟な制度適用を視野に入れつつ、関係機関の理解促進を進め、より効果的な協力につ

なげる必要がある。 
 
４－２ 研究総括団員所感（研究基盤の観点から） 

４－２－１ 全体報告 
研究内容に関する協議は、NMIMR 各研究室、CSRPM と個別に行った。その結果、課題内容

は抗ウイルス、抗寄生虫活性のある植物抽出物の探索と精製に絞られた。詳細計画策定調査実

施前からの研究内容に関する変更点は、 
① NMIMR 臨床病理学部門では植物粗抽出物の毒性試験のみ行い、有効成分精製は CSRPM

で行うこと 
② 既存の生薬解析と生薬医療の標準化については、中間評価時点で実施について検討する

こと 
の 2 点である。このほか、抗ウイルス効果が期待されるプロサイアニジンを多く含むカカオ豆

の供給についてカカオ研究所（CRIG）を訪問し、協力を依頼した。 
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４－２－２ 個別協議の報告 
（1）NMIMR 臨床病理学部門 

有機化学、生化学を用いた有効成分の精製に関する学術的な話はなく、精製の経験はな

いが必要があれば、日本に人を派遣し技術を習得するところから始めたい意向である。 
研究室で行われている毒性学に関しては、Caco-2 細胞株を使用した培養系での MTT ア

ッセイ、細胞単層培養によって形成させた密着結合の通過をみる「消化管吸収試験」、細

胞による代謝の解析（どのような分析にかけているのかは不明であるがピークの変化でみ

ているとの説明あり）の記載あり。薬物相互作用の例として、HAART 治療で問題となっ

ている p450 による薬物代謝機能への影響の話が出る。 
植物粗抽出物を病原体の複製をみるバイオアッセイにかける際に、並行してその毒性を

チェックすべきだとの意見あり。私見では、細胞毒性が不明であると広く濃度を振ってバ

イオアッセイに供することになるので、あらかじめ毒性をチェックしてもらえればありが

たいと考える。そのチェックは専門分野のせいか、吸収、代謝、薬物代謝への影響などい

ろいろやりたいとの意見であったが、初段階では MTT アッセイで十分であろう。バイオ

アッセイで陽性の検体については、更に毒性を検討する必要がある。 
 

＜ラボ視察＞ 
6m2 くらいの培養室には、安全キャビネットが 1 台と CO2 インキュベーターが 1 台あ

るのみ。CO2 タンクが接続されているので、使用中と思われた。ディープフリーザー、

冷蔵庫、細胞用低速遠心機、倒立微鏡等が見当たらなかった。 
隣の広い部屋はがらんとしていて、実験機器はほとんどない。学生らしき 3 名がハー

ブの葉と茎を手で分けていた。凍結乾燥機は、凍結機能が失われているため使用できな

い。奥の 6m2 くらいの部屋に、重金属分析装置あり。 
 

（2）生薬科学研究センター（CSRPM） 
Nyarko 所長のこれまでの臨床病理学部門を充実させたいという意向を踏まえ、CSRPM

が抽出のみを担当するというスキームを日本側の一提案として示しつつ、ガーナ側でそれ

ぞれがどんな役割を果たすのか決めてほしいと要請した。これについて Nyarko 所長から、

専門性を生かした役割分担をするのがよく、CSRPM が有効成分の精製を担当し、NMIMR
が毒性学を担当するのがよい、という提案がなされた。この方針は、Nyarko 所長が Okine
所長と話し合って決めたものと考えられる。CSRPM は HPLC を有し、ある程度の解析と

精製ができるものと思われるので、この提案は合理的である。粗抽出物サンプルの中から

精製に進むべき候補サンプルが得られた場合、CSRPM に持って来て分画（fractionation）
し、それを NMIMR でバイオアッセイにかけるという過程を繰りかえすことは、車で 1 時

間強の距離とはいえ少々手間がかかるであろう。しかし実験にはちょっとした調整、変更、

工夫が常時求められる。それには付け焼刃でない経験が必要であり、日本人専門家がこの

分野でガーナに事業実施期間を通して常駐することが困難なら、現在有効成分精製の経験

者がいない臨床病理学部門より CSRPM で精製を行うべきと考える。 
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＜ラボ視察＞ 
エヴァポレーター、HPLC、その前段階のカラムの設備は揃っている。凍結乾燥後サ

ンプルはマイナス 4℃の冷凍庫に保存してあると説明があったが、冷凍庫は見ていない。

ラボ内は、最新の HPLC が 1 台置かれている部屋以外は、天窓が開けられほこりが入っ

て来る状態で、ラボのテーブル、使用中と思われる試薬ビンなどは清潔とはいい難い。

有効成分の精製を行うなら、機材を置くために小さくても独立した研究スペースが必要

である。独立したオフィススペースは困難、とのことである。 
 

（3）NMIMR 寄生虫学部門 
前々日の臨床病理学部門、前日の CSRPM での協議を踏まえ、CSRPM から供給される植

物粗抽出物は、臨床病理学部門での毒性チェックを経て、寄生虫部門で蛍光顕微鏡、蛍光

活性化細胞選別装置（Fluorescence–Activated Cell Sorter：FACS）による解析により抗寄生

虫効果を試されることを説明した。Boakye 博士は、実験系についての問題点は特にないが、

トリパノソーマ感染症では診断学の確立が重要であり、それを将来構想として組み入れる

べきであろう、と述べた。プロジェクト実施のためには研究活動に常時従事する 1～2 名

の若い技術補佐員を雇用する必要性を指摘された。 
 

＜Laboratories＞視察 
正面階段を上がってすぐ左の部屋（約 30m2）には、製氷機が動いているほかは、冷蔵

庫も冷凍庫も稼働していない。ほかの部屋も人数に違いはあれ、似たような状況である。

使えない機材が大量に置いてある。実験していたのは、蚊を実体顕微鏡で解剖していた

若い学生風の人のみであった。ほとんどの部屋がオフィススペースと使えない機材で占

められていた。 
東京医科歯科大による新興・再興感染症拠点研究プログラムで派遣中の鈴木准教授が

使用中の部屋だけは、実験機材が所狭しと設置され、たいへん清潔かつ機能的な状態に

維持されていた。 
ほとんどの部屋はシニアリサーチフェローの既得権があって、機材、テーブルを動か

すことは難しいらしいが、1 部屋だけは可能性があるとのことであった。 
 

（4）NMIMR ウイルス学部門 
HIV-1 関係課題について、実験内容の詳細を説明し、質疑応答を行った。 
研究内容に関する具体的な質問として、なぜルシフェラーゼ（luciferase）を選んだのか、

エンベロープ（envelope）をどのような理由で決めたのか等を確認した。キャパシティビ

ルディングとしてどのような協力が必要か、という質問に対しては、必要な機器の導入、

留学生の受け入れなどによる人材育成が挙げられた。これを受けて、真のキャパシティビ

ルディングとは、「単に実験ができるというだけでなく、必要性を熟慮して研究課題を選

び、具体的研究計画を細部に至るまで立案し、実行する能力を身につけ、問題が生じたら

論理的に対処して解決する能力を身につけること」であるという見解を述べた。 
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（5）カカオ研究所（Cocoa Research Institute of Ghana：CRIG、Eastern Region） 
カカオ豆には我々が既に抗ウイルス活性があることを示したプロサイアニジン類が豊富

に含まれている。協議では、本事業の概要を説明し、カカオ豆のプロサイアニジンに関心

があり、焙煎前の各段階の生産物を試料として提供してほしい旨申し入れた。先方は協力

に関心を示し、CRIG はキャパシティビルディングを必要としているので、共同研究機関

として位置づけてほしいとの発言があった。調査団より、ガーナ側研究機関は NMIMR が

調整することになっており、今後 Nyarko 所長と相談する、と伝えた。 
協議後、ウイルスラボ、生化学ラボを見学した。カカオに感染するウイルスは葉に多い

ので、葉をすりつぶしてリン酸緩衝液で溶出し、遠心して回収すると説明があった。植物

細胞の培養系は見学したかぎりでは見られなかった。島津製の最新ガスクロマトグラフィ

ー装置があった。生化学ラボでは、カカオ豆発酵過程後に得られる液体成分を更に酵母に

よって発酵させる実験をしていた。発酵によってポリフェノールはいくらか失われるが、

発酵液のほうが多いということはない、とのことである。カカオ農園にも足を踏み入れ、

花、結実過程をつぶさに観察した。 
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